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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ボリビア多民族国家（以下、「ボリビア」と記す）政府からの技

術協力の要請に基づき、2009年5月21日から2014年5月20日までの予定で、技術協力プロジェクト

「ボリビア国持続的農村開発のための実施体制整備計画フェーズ2」を実施しています。 

今般、プロジェクトの協力期間の中間時点にあたり、当機構は2011年10月1日から同月23日まで

当機構農村開発部参事役である仲田俊一を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、ボリ

ビア側の評価チームと合同で、これまでの活動実績等について総合的評価を行いました。これら

の評価結果は、日本・ボリビア双方の評価委員による討議を経て合同評価報告書としてまとめら

れ、署名交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

 

本報告書は、当該調査の結果をまとめたものです。この報告書が、本協力の成果発現に向けた

取り組みに役立つとともに、ボリビアの開発ならびに両国の友好・親善の一層の発展に寄与する

ことを期待いたします。 

 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝申し上

げます。 

 

平成23年11月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ボリビア多民族国 

 

案件名：持続的農村開発のための実施体制整備計画フェ

ーズ2 

分野：農業開発・農村開発-農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：- 

先方関係機関：サンフランシスコ・サビエル大学、チュ

キサカ県庁、対象9市村 

日本側協力機関：無し 

協 力 期

間 

（R/D）：2009年5月22日～

2014年5月21日 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ボリビア多民族国家（以下、「ボリビア」と記す）は、南米大陸の中央部に位置する内陸国で、

面積109.9万km2（日本の約3倍）、人口1,043万人（2010年国家統計局）を有するが、1人当たりGNI

が1,790ドル（2010年 世銀）と南米で最も貧しい国である。なかでも国土の約9％を占めるチュ

キサカ県は、貧困率80.1％（農村部の貧困率は94.4％）、極貧率63.2％（農村部では86.5％）とボ

リビアで最も貧困割合が高い地域の一つである。同地域は乾燥した気候帯に属するうえに、渓

谷地帯の限られた耕作適地において収奪的な農業が行われてきた結果として、大規模な土壌侵

食や水資源の枯渇が起こり、耕作適地の減少や農地の生産性低下を引き起こしている。同地域

の住民の多くは自給的な農牧業を営む農民であるため、この農業生産性の低下により、住民の

生活は困窮している。 

このような状況に対し技術的な改善策を示すため、日本政府（農林水産省）は1999年から2003

年にかけてチュキサカ県において「農地・土壌浸食防止対策実証調査」を行い、その成果を農

村開発計画の策定及び土壌侵食防止に関する手法としてまとめた。同実証調査では土壌保全に

係る技術的な指針が示されたが、その成果を用いて住民のニーズに応えた開発事業を推進する

体制を確立することが課題として残された。特にボリビアでは、国内に炭化水素税を原資とす

る交付金（天然ガス資金）等の開発資金があるにもかかわらず、適切な開発計画立案・申請・

審査手続きやその体制がないため、それらの開発資金が有効に活用されていないことが問題で

ある。また農業技術普及に関しては、1995年に施行された「地方分権化法」によって、国の研

究・普及を担当していた公社の機能が県と大学に移管された。しかし、予算不足と政権交代に

伴う行政関係者の交代により行政方針が継続せず、十分な農業技術普及体制の構築ができてい

ないことから、技術がボリビアに移転されても普及効果が極めて限定的である。 

このような背景のもと、ボリビア政府は日本政府に対して農村開発実施体制整備や農村開発

事業の実施のための協力を要請したが、まず体制整備を先に行うための技術協力プロジェクト

「持続的農村開発のための実施体制整備計画（フェーズ1）2006～2008年」を実施した。その後、

さらにボリビア政府は、チュキサカ県北部地域の貧困削減を推し進めるための協力を再び要請

した。対象地域をチュキサカ県北部地域全体である9市村（36集落）まで拡大させ、農村開発の

計画から実施までのプロセスを「自然資源の回復と保全を軸とした住民主体の農村開発モデル」

として確立し、事業が持続するために農村開発実施体制を構築することが主たる目的である。

この要請を受けて、JICAは2009年5月から4年間の技術協力を開始した。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

チュキサカ県内に農村開発モデルが普及し、小農の生活水準が改善される。    

 

（2）プロジェクト目標 

チュキサカ県北部地域における農村開発事業の実施を通じ、農村開発モデルと実施体制

が確立される。 

 

（3）成果 

1）集落と市村（実施機関）、県庁と大学（支援機関）に農村開発事業の中核人材が養成さ

れる。 

2）集落開発計画に基づいた農村開発事業の実施を通じて、農村開発事業の計画から実施

までのプロセスがモデル化される。 

3）市村、県庁により、農村開発事業実施のための開発資金が調達される。 

4）市村、県庁及び大学において、持続的総合農村開発事業の実施のための組織体制が構

築され、整備される。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

長期専門家派遣   延べ4名 

短期専門家派遣   延べ1名 

研修員受入れ    ①本邦研修3名、②第三国研修4名 

機材供与      総額0.18億円 

ローカルコスト負担 0.31億円 

2）相手国側 

カウンターパート配置  36名（中間レビュー時） 

ローカルコスト     約7,800万円 

土地・施設提供     プロジェクト事務所、車庫、車両及びオートバイ 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括  ：仲田 俊一  JICA農村開発部参事役 

農村開発：奥間 靖四  農林水産省農村振興局設計課海外土地改良室海外技術調

査長 

計画運営：瀧口 暁生  JICA農村開発部畑作地帯第一課主任調査役 

評価分析：道順 勲   中央開発（株）海外事業部専門部長 

調査期間 2011年10月1日～10月23日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果1：「集落と市村（実施機関）、県庁と大学（支援機関）に農村開発事業の中核人材が

養成される」 

農村開発に関する各種研修実施を通じて、プロジェクト対象集落及び市村、県庁、SFX

大学の人材を対象とする能力強化が順調に進捗している。 
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（2）成果2：「集落開発計画に基づいた農村開発事業の実施を通じて、農村開発事業の計画か

ら実施までのプロセスがモデル化される」 

集落開発計画作成のプロセスに基づいて、大半の対象集落で集落住民参加型の集落開発

計画が作成されている。そして、集落開発計画や年間活動計画等に基づいて、農村開発事

業がすべての対象集落で実施されている。プロジェクト後半には、農村開発事業の実施の

成果・効果を評価しつつ、農村開発事業の計画から実施までのプロセスをモデル化する予

定である。 

 

（3）成果3：「市村、県庁により、農村開発事業実施のための開発資金が調達される」 

県及び市村の自己資金以外への資金アクセスとして、外部の資金援助機関のデータベー

スシステムが作成され、対象市村のコンピューターにインストールされ、その使い方の市

村関係者への研修が実施されている。そして、実際に外部資金への申請を行い、承認を経

て、資金が調達され、事業が実施されている事例も出てきている。市村・県による農村開

発事業実施のための外部からの開発資金調達は、順調に進展しているといえる。データベ

ースシステムを活用しつつ、市村がさらに外部資金を調達し、農村開発事業を推進してい

くことが期待される。 

 

（4）成果4：「市村、県庁及び大学において、持続的総合農村開発事業の実施のための組織体

制が構築され、整備される」 

総合農村開発事業の実施体制の整備は、今後本格化するプロジェクト活動であり、関係

機関の役割分担の明確化や関係組織の設置を進めつつ、実施体制を構築していくことにな

る。 

 

（5）プロジェクト目標：「チュキサカ県北部地域における農村開発事業の実施を通じ、農村開

発モデルと実施体制が確立される」 

プロジェクト前半では、県・市村のカウンターパートの大幅な交替があったが、プロジ

ェクト後半においては、カウンターパートの継続性が高まり、それに伴って、プロジェク

ト活動がより円滑に進捗し、より高い成果が発現することが期待される。また、上記のと

おり、「農村開発モデルと実施体制の確立」の意味の明確化を行ったので、プロジェクト終

了時における到達点の理解の共有が容易になると考える。今後、農村開発事業の実施体制

の構築により努力を傾注しつつ、プロジェクト活動を進めていけば、プロジェクト目標を

達成する見込みは高いと判断する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

対象地域・社会のニーズとの整合性、ボリビア政府の開発政策との整合性、日本政府の

支援方針との整合性、プロジェクトアプローチの妥当性と裨益の公平性の各観点から評価

した結果、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

（2）有効性：満足できる水準になる見込み 

今後もプロジェクト活動が円滑に進捗すれば、プロジェクト終了時までに、プロジェク

ト目標が達成されるものと見込まれ、有効性は満足できる水準になるものと予想される。
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（3）効率性：満足できる水準 

一部のプロジェクト活動では遅れが生じている部分もあるが、プロジェクト活動全般の

進捗については、おおむね順調で、徐々に成果を上げつつある。本プロジェクトの効率性

は、満足できる水準であると判断される。 

 

（4）インパクト：小農の生活水準の向上につながる効果が一部出始めた段階 

個別農家レベルでは、上位目標達成につながり得るインパクトが確認されている（例え

ば、野菜栽培の導入により、これまで購入していた野菜を自ら生産できるようになり、ま

た一部ではあるが、余剰分の野菜、衣類、乳製品、植林用苗木を集落内あるいは集落外で

販売し始めた事例が観察された）。これらが面的に広がって上位目標達成にいたるには、初

期投資の確保、販売マーケットの確保など、さらに今後取り組むべき課題が残っている。

 

（5）自立発展性：政策面での持続性はあるが、財政面、組織面、技術面の持続性確保が今後

の課題 

政策面では農村開発の重要性は持続すると考えられるものの、政策が適切に実施され、

農村開発事業のインパクトの持続的発現につながるには予算の確保が重要な要素となる

（財政面の持続性確保）。組織面では、関係機関の技術者等の継続的な配置と農村開発事業

における関係機関の役割分担の見直しが必要である。SFX大学教官の場合の定着性は比較的

高いので、技術面での持続性が確保されるものと期待される一方、県や市村の技術者等の

場合、技術面の持続性を確保することには困難が伴うため、新任の技術者向け研修をSFX

大学が集中的に実施するシステムを構築することが望まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

ボリビアの地方政府機関においては、選挙で自治体首長が交替すると職員も大幅に交替

するのが通常であること、さらにカウンターパートの大半が年間雇用契約を結んでいるこ

とから、チュキサカ県及び市村のカウンターパートの大半も交替している。このような自

治体職員の交替は、カウンターパートの能力強化面において、著しく効率性を低下させる

要因となっている。 

また、関係機関間の調整が必ずしも十分ではないとの指摘があった。プロジェクト活動

に関する情報・データの蓄積は、良好に実施されてきているものの、どのようなプロジェ

クト活動が実施され、どのような成果・効果を上げつつあるか評価し、それを関係者に理

解しやすいような形で報告することが不足していることが一因と思われる。 
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３－５ 結 論 

本プロジェクトの4つの成果のうち、3つの成果、すなわち、①農村開発事業に従事する中核

人材の育成、②農村開発事業の計画から実施までのプロセスのモデル化、③農村開発事業のた

めの資金調達については、おおむね順調に成果を上げつつある。ただし、成果4（農村開発事業

実施のための実施体制の整備）については今後の課題である。今後のプロジェクト活動が円滑

に進捗すれば、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標が達成されるものと見込まれる。

ただし、提言の項で述べるような改善策の実施が求められる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）ミニプロジェクト及びパイロットプロジェクトのモニタリング・評価体制の改善 

（2）本プロジェクトの計画策定プロセスの市村の開発計画策定プロセスへの統合 

（3）農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署の設置 

（4）プロジェクト関係機関の役割分担の見直しと調整委員会の設立支援 

（5）植林における原生種の利用拡大と環境的側面と経済的側面のバランス 

（6）マーケティング 

（7）プロジェクト関係機関への情報提供 

（8）人員の継続的な配置の保証 

（9）SFX大学の車両等の維持管理費の確保 

（10）プロジェクトが提案する農村開発モデルの適用に向けた事業間連携の強化 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

特になし。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景 

１－１－１ プロジェクト実施の背景 

ボリビア多民族国家（以下、「ボリビア」と記す）は南米大陸の中央部に位置する内陸国で、

面積109.9km2（日本の約3倍）、人口1,043万人（2010年国家統計局）を有するが、1人当たりGNI

が1,790ドル（2010年 世銀）と南米で最も貧しい国である。なかでも渓谷地帯に属し、国土の約

5％を占めるチュキサカ県は、貧困率80.1％（農村部の貧困率は94.4％）、極貧率も63.2％（農村

部では86.5％）とボリビアで最も貧困者の割合が高い県であり、同地域に住む農民は自然条件が

悪い傾斜地のやせた土地で自給的な農牧業を営んでいる。そして、現在まで耕作適地の不足か

ら農地の自然回復力を考慮しない収奪的な農業を行ってきたことにより、大規模な土壌侵食が

発生しているとともに、農地の生産性は低下し、地域農民は常に食糧不足、貧困の状態にある。 

そこで日本政府は、同地域において1999～2003年まで、土壌侵食防止を目的とした農業農村

開発計画の策定技術及び侵食防止についての実証調査を行った（農用地整備公団（現国際農林

水産業研究センター））。この実証調査の結果を高く評価したボリビア政府は、これらの結果を

活用して地域の技術者を養成することが同国の水土保全に有効と考えたが、ボリビア政府や関

係機関が他集落に対し当該実証調査結果の活用を展開していくためには、一連のプロセスを実

施できる人材が育成されていないことや、活用可能な公的資金制度はあるものの、資金調達を

担当する村役場がその制度や方法をよく理解していないことなどが問題として明らかになった。

そこでボリビア政府は日本政府に対しその体制整備のための協力を要請した。JICAが2006～

2008年まで、まず人材育成システムの確立、住民のニーズ発掘及び住民主体の計画策定手法の

確立、そして公的資金を活用するための資金調達メカニズムの整理を目的として、4市村8集落

を対象に本案件の準備フェーズともいうべき協力を実施した。 

ボリビア政府は、この準備フェーズが成功裏に実施されたことから、準備フェーズによって

確立された人材育成システム・計画策定手法・資金調達メカニズムや、実証調査によって確立

された土壌浸食防止技術を活用し、当該地域の9市村36集落において農村開発事業を実施するこ

とにより、一連の技術や手法を用いた農村開発の進め方をボリビアにおける農村開発モデルと

して定着させるとともに、関係機関が継続的かつ広範囲に同モデルを適用させるために必要な

体制を構築し、またこれを制度化することを目的として、再度日本国政府に協力を要請した。 

JICAは、2008年2月から3月にかけて、事前評価調査団を派遣し、プロジェクト内容及びプロ

ジェクト実施体制に係る枠組みを作り、その後2009年5月から5年間の技術協力が開始された。 

 

１－１－２ プロジェクトの要約 

2010年9月1日に改訂されたPDM（version2）の要約部分は、以下のとおりである。（詳細は、

付属資料2の別添資料2を参照のこと） 

 

（1）上位目標 

チュキサカ県内に農村開発モデルが普及し、小農の生活水準が改善される。 
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（2）プロジェクト目標 

チュキサカ県北部地域における農村開発事業の実施を通じ、農村開発モデルと実施体制

が確立される。 

 

（3）成果 

1：集落と市村（実施機関）、県庁と大学（支援機関）に農村開発事業の中核人材が養成さ

れる。 

2：集落開発計画に基づいた農村開発事業の実施を通じて、農村開発事業の計画から実施

までのプロセスがモデル化される。 

3：市村、県庁により、農村開発事業実施のための開発資金が調達される。 

4：市村、県庁及び大学において、持続的総合農村開発事業の実施のための組織体制が構

築され、整備される。 

 

（4）活動 

1-1 プロジェクトの技術者チーム（大学教員や技術者）に対して持続的農村開発に必要な

技術・手法の研修を実施する。 

1-2 技術者チームが、普及員や集落住民に対して参加型農村開発手法・有用技術等に関す

る研修を実施する。 

1-3 前フェーズで作成した研修教材とカリキュラムを見直し、研修内容を向上させる。 

1-4 大学の農村開発センターに域内及び国内に提供し得る人材育成システムを整備する。 

2-1 後発28集落において集落開発計画を策定する。 

2-2 先発8集落において農村開発事業を実施（詳細設計・実施・検査）する。 

2-3 対象36集落において小規模パイロット事業を実施する。 

2-4 対象36集落での開発事業のプロセス及び結果を分析し、計画から実施までの最適なプ

ロセスを、農村開発モデルとしてまとめる。 

3-1 フェーズ１で調査された開発資金源のうち、活用可能な資金源に関する資金調達の手

続きを明確にする。 

3-2 普及員や市村の計画担当者、県の行政官に対して、資金調達に関する研修を実施する。 

3-3 小規模雑用水、農道整備等、ある程度以上の規模の資金申請について、農業農村開発

環境省が、市村及び県庁の申請書類の作成を支援する。 

3-4 市村及び県庁が、各々の集落の開発計画に沿って事業実施に必要な資金を調達する。 

4-1 実施機関及び支援機関に、農村開発事業の計画から実施までを適切に運営・支援する

ために必要な部署を設け、人員を配置する。 

4-2 実施機関及び支援機関に、実施体制の存続や活動に係る恒常的な予算枠を設ける。 

4-3 農村開発人材育成が適切かつ継続的に実施されるよう、大学内に部署を設け、業務内

容を規定に定める。 

4-4 農村開発事業が継続的に実施されるよう、市役所、村役場では市村の規則で、県庁で

は県の条例等で農村開発担当部署の設置と業務内容について言及する。 
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（5）プロジェクト期間 

2009年5月21日～2014年5月20日（5年間） 

 

（6）ターゲットエリアと受益者 

チュキサカ県北部地域9市村の36集落。 

ただし、プロジェクト活動に参加していない村が1つあり（Tarabuco村）、現在プロジェク

ト対象となっているのは8市村である。その市村名、対象集落名、集落ごとの世帯数、人口

は、表1-1のとおりである。プロジェクト対象の33集落の総世帯数は2,031戸、総人口は9,996

人である。 

 

表１－１ プロジェクト対象の33集落 

 市村（集落数） 対象集落名 集落の世帯数 集落の人口 
1 Poroma Poroma 78 344 
2 （73） Chilchista 37 139 
3  Chijmuri 36 147 
4  Saichuma 22 117 
5  Churuni 22 94 
6 Presto Misin Pampa 65 214 
7 （38） Presto Porvenir 60 304 
8  Puca Pampa 94 376 
9  Pasopaya 98 909 

10 Yamparae Sajpaya 87 364 
11 （38） San Jose de Molles 60 266 
12  Catana 60 278 
13  Molle Punku 64 408 
14 Sucre Rural Mamahuasi 35 175 
15 （117） Tumpeka 85 481 
16  Maracori/ Sunchu Pampa 50 300 
17  Molle Molle 47 251 
18 Yotala Tipoyo 79 402 
19 （46） Chamina 27 136 
20  Anfaya del Peral 35 140 
21  Palamana 44 241 
22 Icla Molle Molle 56 297 
23 （31） Kollpa Pampa 130 663 
24  Guitarrani 40 236 
25  Chunca Cancha 135 850 
26 Zudaez Mayu Torcoco 65 260 
27 （29） Pata Torcoco 66 264 
28  Cerezal 37 148 
29  Pirhua Mayu 48 192 
30 Mojocoya Rio Tocoro 48 260 
31 （31） Rumi Cancha 46 200 
32  Chiquerillos 55 200 
33  Casa Grande 120 340 

  計 2,031 9,996 
注：括弧内の数値は、市村内の総集落数 

 

（7）プロジェクト対象地域に関する情報 

本プロジェクトの対象地域は、チュキサカ県北部地域の9市村である。基本的には、各市

村当たり4集落を選定し、プロジェクト活動が実施されている。なお、対象としていた1村

（Tarabuco村）については、プロジェクト活動への参加を中断している。 

    

チュキサカ県北部地域の市村ごとの人口、識字率、貧困率、人間開発指数を表1-2に示す。

（スクレ市については、市の農村部の一部（Distrito 8）についてのデータである） 
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表１－２ チュキサカ県北部地域9市村の人口、識字率、貧困率、人間開発指数 

人口（人） 識字率 貧困割合  
市村名 集落数 

男性 女性 計 （％） （％） 

人間開発

指数 

1 Sucre Rural（Distrito 8） 117 10,957 10,945 21,902 58.1 94.5 0.688 

2 Yotala 46 4,663 4,834 9,457 65.9 80.3 0.534 

3 Poroma 73 8,048 8,053 16,101 50.5 99.3 0.389 

4 Tarabuco 69 9,405 10,149 19,554 46.7 93.7 0.406 

5 Yamparaez 38 4,826 5,187 10,013 58.6 93.2 0.481 

6 Zudañez 29 3,755 3,668 7,423 57.3 93.2 0.472 

7 Presto 38 4,346 4,546 8,892 40.6 99.0 0.347 

8 Mojocoya 30 4,023 3,903 7,926 66.9 97.5 0.497 

9 Icla 31 4,615 4,626 9,241 46.8 86.4 0.405 

 
計 471 54,638 55,911 110,549 

73.4 
（チュキサカ

県） 

58.6 
（全国） 

0.641 
（全国）

出典：プロジェクト作成資料（元データは、2001年センサス（INE及びUNDP）） 

 

上表のとおり、対象地域には計471集落があり、人口は約11万人である。識字率は4割か

ら6割であり、貧困率は80％以上と高い貧困度を示している。 

 

（8）本プロジェクトの枠組み・コンセプト 

本プロジェクトのコンセプトを図で表すと図1-1のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 本プロジェクトのコンセプト 

 

１－２ 調査の目的 

本調査はプロジェクトの中間時点にあたり、プロジェクトが順調に効果発現に向けて実施され

ているかどうかを検証し、プロジェクト内容の改善に資することを目的として実施する。 

具体的には、以下の項目について日本側とボリビア側と合同で実施する。 

    

プロジェクトの上位目標
小農の生活水準の改善

総合農村開発

自然資源の回復と保全 農牧開発 社会開発

土壌保全、植林
農牧業生産性向上、灌漑、作
物多様化（野菜栽培など）

基礎インフラ整備（道路、飲料
水）、収入源創出（縫製など）、

医療・栄養レベルの改善
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（1）プロジェクトの実績及び実施プロセスを把握する。 

 

（2）評価5項目の視点から、プロジェクトの現状を評価する。なお、中間レビューにおいては、

基本的には、「妥当性」と「効率性」について、貢献・阻害要因とともに重点的に分析し、「有

効性」「インパクト」については、成果の実績や活動状況に基づいて、今後の動向、実現可能

性を検証し、「持続性」についてはその見込みについて検討する。 

 

（3）上記について、関係者間で共有するとともに、その結果を踏まえ、プロジェクトの戦略や

活動計画、投入、実施体制等について日本側とボリビア側とで協議し、必要な提言を行う。 

 

１－３ 調査の方法 

１－３－１ レビュー方法 

本中間レビューは、プロジェクトの枠組みに関する文書、PDM及びR/D（討議議事録）に基づ

き、ボリビア側及び日本側の中間レビューチームが合同で実施した。なお、2010年9月1日に改

訂されたPDM Version 2に基づきレビューを実施した（PDM Version 1とVersion 2の和文版は、付

属資料3を参照のこと） 

レビュー作業には、報告書のレビュー、現地視察、インタビュー調査（関係機関職員、JICA

専門家、プロジェクト対象地域の市村の職員及び裨益住民）が含まれる。 

本中間レビュー調査は、以下の5項目評価基準に基づき実施された。 

 

１－３－２ 評価基準（5項目評価） 

（1）妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国及び日本側の政策との整合

性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施する

必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

 

（2）有効性 

プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているか

（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

 

（3）効率性 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あ

るいはされるか）を問う視点。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視

点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
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（5）持続性 

援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 

 

１－４ 調査団の構成 

（1）日本側中間レビュー調査団 

No. 担当 氏名 役職 

1 総括 仲田 俊一 JICA農村開発部参事役 

2 農村開発 奥間 靖四 
農林水産省農村振興局設計課海外土地改良技術室 

海外技術調査係長 

3 計画管理 瀧口 暁生 JICA農村開発部畑作地帯第一課主任調査役 

4 評価分析 道順 勲 中央開発（株）海外事業部専門部長 

 

（2）ボリビア側中間レビュー調査団 

No. 担当 氏名 役職 

1 団長 Ing. Marco IRIARTE 
農村開発・土地省農村農牧開発次省農牧生産食糧主

権局農牧林業水産部専門分析官 

2 団員 Ing. Walter CHURA 
チュキサカ県庁 

農牧調査開発管理分野責任者 

3 団員 Lic. Beatriz BARRERA 
サンフランシスコハビエル大学 

プロジェクトユニット主任 

 

１－５ 調査日程 

2011年10月1日〜23日（23日間） 

（北部ラパス小規模農家生計向上のための付加価値型農業プロジェクト（PANLAP）運営指導調

査と合わせて実施した） 
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月日 曜日 瀧口 道順 仲田・奥間 

  行程 宿泊地 行程 宿泊地 行程 宿泊地

10/1 土 

15:55 成田発－13:50 
ヒューストン着

（CO006） 
15:50 ヒューストン着

－22:25 リマ着

（CO4159） 

リマ 

同左 

リマ   

10/2 日 
11:00 リマ発－13:55 

ラパス着

（LA2563） 

ラパス

同左 
ラパス   

10/3 月 

9:00 INIAF長官表

敬・協議

（PANLAP） 
10:00 ラパス県知事

（PANLAP） 
12:00 農村開発土地省

次官表敬・協議

（共通） 
14:00 JICAボリビア事

務所打合せ（共

通） 
17:00 ラパス発→ルレ

ナバケ着 

ルレナ

バケ 同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スクレ   

10/4 火 PANLAP運営指導調査 

ルレナ

バケ 
12:30 ラパス発－

13:15 スクレ着

（5L130） 
15:00 日本人専門家と

打合せ、SFX大

学農学部長表

敬・打合せ 

スクレ   

10/5 水 同上 
イクシ

アマス

9:30 カウンターパー

ト（C/P）聞き取

り、資料収集 

スクレ   

10/6 木 同上 
ルレナ

バケ 
9:30 スクレ市農村部

現地調査 
スクレ   

10/7 金 同上 

ラパス 9:30 ヤンパラエス村

現地調査 
 
 

スクレ 15:55 成田発－13:50 
ヒューストン着

（CO006） 
15:50 ヒューストン着

－22:25 リマ着

（CO4159） 

リマ 

10/8 土 同上 
ラパス

資料収集・分析等 
スクレ 11:00 リマ発－13:55 

ラパス着

（LA2563） 

ラパス

12:30 ラパス発－13:15 
スクレ着

（5L130） 

スクレ 資料収集・分析等 
 

スクレ 12:30 ラパス発－13:15
スクレ着

（5L130） 10/9 日 

16:00 日本人専門家と

の打合せ 
 16:00 日本人専門家と

の打合せ 
 16:00 日本人専門家と

の打合せ 

スクレ
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10/10 月 

8:20 SFX大学学長表敬 
10:00 チュキサカ県庁生産開発局長表敬・協議 
15:00 合同評価委員会（評価方法説明） 
17:00 日本人専門家からの聞き取り 

スクレ

10/11 火 

8:00 イクラ村現地調査発 
10:00 イクラ村役場 
14:00 モジェマジュ集落 
16:00 コジュパパンパ集落 

スクレ

10/12 水 

8:00 プレスト村現地調査発 
10:00 プレスト村役場 
11:00 プレストポルベニール集落 
14:30 ミッションパンパ集落 

スクレ

10/13 木 
8:30 SFX大学農学部長聞き取り・協議 

11:00 団内打合せ・合同評価報告書案原案作成 
15:00 C/Pによる対象集落活動状況発表、対象集落住民からの聞き取り 

スクレ

10/14 金 
8:30 C/Pによる各分野活動状況発表 

14:30 プロジェクトコーディネーターへの聞き取り 
16:00 団内打合せ・合同評価報告書案作成 

スクレ

10/15 土 8:00 合同評価報告書案作成・協議 スクレ

10/16 日 8:00 合同評価報告書案作成・協議 スクレ

10/17 月 
9:00 プロジェクト要望等聞き取り 

14:30 農村開発土地省農村開発局長との協議 
スクレ

10/18 火 
9:00 合同評価報告書署名 

11:00 合同調整委員会開催 ミニッツ署名 
16:00 チュキサカ県計画局長との協議 

スクレ

10/19 水 

11:15 スクレ発－12:00 ラパス

着（5L130） 
15:00 PANLAP運営指導調査ミ

ニッツ協議 

11:15 スクレ発－12:00 ラパス着（5L130） 
 
報告書作成 
 

ラパス

10/20 木 

6:00 PANLAP合同委員会開催

ミニッツ署名 
17:00 在ボリビア日本大使館報

告 
18:00 JICAボリビア事務所報告

報告書作成 
 
17:00 在ボリビア日本大使館報告 
18:00 JICAボリビア事務所報告 

ラパス

10/21 金 
14:25 ラパス発－18:00リマ着（LA2563） 
23:50 リマ発－ 

機内 

10/22 土 
6:25 ヒューストン着（CO4160） 

10:50 ヒューストン発－ 
機内 

10/23 日 14:20 成田着（CO007）  

 

１－６ 主要面談者 

＜ボリビア側＞ 

（1）農村開発土地省 

Miguel Murillo 農村開発局長 

Marco Iriarte 農牧生産食糧主権局農牧林業水産部専門分析官（ボリビア側評

価団長） 

Fernando Mercado チュキサカ県食糧安全保障支援プログラム総合開発ユニット

責任者 
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（2）チュキサカ県庁 

Roberto Pozo Oros 計画局長 

Ivan Alvis Torres 環境局長 

Marcelino Corolado 生産開発局長 

José Ortiz Vallejos 生産開発局農牧産業課長 

Walter Chula 農牧調査開発管理分野責任者（ボリビア側評価団員） 

 

（3）サンフランシスコハビエル大学（Universidad Mayor, Real y Pontifica de San Francisco Xavier de 

Chuquisaca：SFX大学） 

Walter Arízaga Cervantes 学 長 

Carlos Cáceres Claros 農学部長 

Beatriz Barrera プロジェクトユニット主任（ボリビア側評価団員） 

 

（4）対象市村 

Nestor Rengipo Amado ヨタラ村村長 

Felipe Coque Mallco ポロマ村村長 

Braulio Yucra Duarte ヤンパラエス村村長 

Narcizo Coaquira Tardio スダニェス村村長 

Felipe Ortuño Davila プレスト村村長 

Inocencio Sánchez Illanes イクラ村村長 

José Ortiz Vallejos スクレ市生産開発局農牧産業課長 

 

＜日本側＞ 

（1）在ボリビア日本大使館 

渡邉 利夫 特命全権大使 

紙屋 貴典 二等書記官 

 

（2）プロジェクト専門家 

永代 成日出 チーフアドバイザー 

泉原 明 現地リーダー/農村開発 

四野見 悠喜男 農村開発制度/参加型開発 

合田 佳世 業務調整 

 

（3）JICAボリビア事務所 

西村 貴志 次 長 

 

※カウンターパート（C/P）を除く 
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第２章 調査の結果 
 

２－１ プロジェクトの実績 

２－１－１ 投入実績 

（1）日本側 

1）JICA専門家派遣 

長期専門家として3分野の専門家が派遣されている。①現地リーダー/農村開発、②参加

型開発/制度化、③業務調整/研修である。また、短期専門家として、チーフアドバイザー

が派遣されている。派遣実績概要は下表のとおり。また、付属資料2の添付資料3も参照

のこと。 

a）長期専門家 

期間 
 氏名 分野 

開始 終了 

MM合計 

（人・月）

1 大上 安定 現地リーダー/農村開発 2009/6/5 2011/6/4 24.3 

2 泉原 明 現地リーダー/農村開発 2011/5/21 2013/5/20 24.3 

3 四野見 悠喜男 農村開発制度/参加型開発 2009/5/21 2012/5/20 36.5 

4 合田 佳世 業務調整 2009/11/1 2011/10/31 24.3 

 

b）短期専門家 

期間 
 氏名 分野 

開始 終了 

MM合計 

（人・月）

1 永代 成日出 チーフアドバイザー 2009/5/23 

2009/8/5 

2009/11/3 

2010/4/11 

2010/6/1 

2010/8/24 

2010/11/21

2011/3/28 

2011/6/13 

2011/10/8 

2009/6/5 

2009/8/13 

2009/11/13 

2010/5/4 

2010/6/11 

2010/9/2 

2010/12/4 

2011/4/13 

2011/6/30 

2011/10/19 

0.4 

0.3 

0.3 

0.8 

0.3 

0.3 

0.4 

0.5 

0.6 

0.4 

 

2）本邦研修及び第三国研修 

中間レビュー時点で、本邦研修に3名、第三国研修（エクアドル）に4名が参加した。

詳細は、付属資料2の添付資料4を参照のこと。 

3）機材供与 

オートバイ、ピックアップトラック、小型バスなどの車両、コンピューターやプリン

ター等の事務機器などが供与された。2011年3月時点の供与機材費は、1,629,236ボリビア
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ーノ（Bolivianos：Bs）（ドル換算値は、230,825）である1。詳細は、付属資料2の添付資

料5を参照のこと。 

4）日本側負担現地経費 

プロジェクト活動実施のために日本側が負担した経費は、 2011年 6月時点で、

2,844,274.25Bs2である（専門家派遣経費及び本邦研修経費は含まない）。詳細は、付属資

料2の添付資料6を参照のこと。 

 

（2）ボリビア側 

1）ボリビア側C/Pの配置 

2011年9月時点で、計36人のC/Pが配置されている。内訳は、SFX大学が11人、チュキサカ

県庁が9人、プロジェクト対象地域の市村が16人である。詳細は、付属資料2の添付資料7を

参照のこと。 

2）ボリビア側経費負担 

ボリビア側がプロジェクト活動のために負担した経費は、2011年の予算も含むと

7,170,921Bs3である。詳細は、付属資料2の添付資料8を参照のこと。 

 

表２－１ ボリビア側経費負担 

（単位：ボリビアーノ） 

機関名 2009年支出額 2010年支出額 2011年予算額 計 

チュキサカ県庁 841,867 751,029 744,342 2,337,238

サンフランシスコハビエル大学 1,359,915 586,891 874,978 2,821,784

SUCRE市 182,085 100,290 150,000 432,375

YAMPARAEZ村 74,551 34,489 38,401 147,441

YOTALA村 39,741 60,357 82,000 182,098

POROMA村 40,093 27,101 31,925 99,119

ZUDAﾑES村 71,300 64,000 105,000 240,300

MOJOCOYA村 55,300 98,000 98,000 251,300

PRESTO村 178,100 135,678 135,678 449,456

ICLA村 94,800 24,009 91,000 209,809

計 2,937,753 1,881,844 2,351,324 7,170,921

 

3）プロジェクト施設、機材の提供 

FFX大学及び県庁により、プロジェクト事務所の提供、大学の車庫の利用、車両及びバイ

クの提供がある。 

 

２－１－２ 活動進捗状況 

PDMに記載されている各活動項目の進捗状況については、付属資料4を参照のこと。 

 

                                                  
1 2011 年 10 月の通貨換算レートを用いると約 1,800 万円。（1 ドル＝6.97Bs、1 ドル＝76 円） 
2 同様に換算すると、約 3,100 万円 
3 2011 年 10 月の通貨換算レートを用いると約 7,800 万円。（1 ドル＝6.97Bs、1 ドル＝76 円） 
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２－１－３ 成果の実績 

（1）成果1：集落と市村（実施機関）、県庁と大学（支援機関）に農村開発事業の中核人材が

養成される。 

農村開発に関する各種研修実施を通じて、プロジェクト対象集落及び市村、県庁、SFX

大学の人材を対象とする能力強化は順調に進捗している。 

  

指標1：指導者として10名の大学教員、6名の技術者が、実施者として9名の普及員、9名の

計画担当者及び各集落8人の住民リーダーが、それぞれ育成されている。（計322名） 

現在、指導者として11名の大学教員及び県の8名の技術者、実施者として市村の8名の技

術者及び8名の計画担当者が従事している。プロジェクト開始当初からプロジェクト活動に

従事している者もいれば、従事期間1年程度の者も多くいる。技術者向けの研修プログラム

の一例を付属資料2の添付資料9に示す。大きく、基礎コースと個別課題のコースに分けら

れる。その課題構成は下表のとおりである。 

 

表２－２ 技術者向け研修プログラムのテーマ 

課題 小課題 
研修日数

（日） 

基礎コース 本プロジェクトのコンセプト 1 

 本プロジェクトの実施体制とコンポーネント 1 

 戦略的な項目の識別 1 

 プロジェクト・サイクルの紹介 1 

 ミニプロジェクトの紹介 1 

 持続的開発の紹介 1 

 日本の経験 1 

 本プロジェクトにおける技術者の活動 2 

 報告書作成と写真 1 

苗木の生産と植林苗畑の管理 2 

流域に焦点を当てた自然資源保全（浸透溝、テラス、石積み） 2 

持続的農村開発：農村コミュニティーの現状 1 

小規模灌漑システム（用水システム）  

用水システムの管理 2 

自然資源の回復と保全 

システム管理（GIS、GPS、トータルステーション） 2 

プロジェクト・サイクル。適用手法 1 

資金管理1：草の根無償資金 1 

資金管理2 1 

ミーティングの進め方、プロフェッショナルの役割、農牧普

及戦略、ツールと参加型技術 
2 

組織化と組織間連携（異文化間） 1 

管理：コミュニケーシ

ョン、組織化、管理技

術 

ジェンダー間の公平性 1 

農村開発のための手法 2 

収入源の創出 2 

社会開発 

衛生教育と保健活動 1 
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農牧開発 土壌肥沃度の改善  

  作物ローテーション 2 

  緑肥 2 

  混植 2 

  作物残渣の利用 2 

  ミミズ利用 2 

 農牧生産体系  

  有機栽培 2 

  植物被覆 1 

  殺虫剤作り 2 

  家庭菜園 2 

  薬草 2 

  収穫後処理技術 2 

  販売用の新規作物の導入 2 

  種子の改良 2 

 農牧産品の加工  

  牧畜基礎/動物衛生 2 

  養蜂 2 

  牛乳の衛生 2 

  商品化とマーケティング 2 

 

技術者向けの研修はこれまでに18回実施され、参加者数の延べ人数は218人、研修総時間

数は161時間である。なお、一部の技術者向け研修には、SFX大学の学生及び実習生も参加

している。詳細は、付属資料2の添付資料10を参照のこと。このほか、第三国技術交換研修、

国内技術交換研修に大学教官、県及び市村の技術者が参加し、技術力の向上が図られてい

る。 

農民リーダー向けの研修プログラムの内容は、自然資源劣化とその対策（方法と技術）、

コミュニケーションと組織化にかかわる管理、農牧開発（土壌肥沃度改善及び農牧生産体

系）、評価・計画、農牧産品加工で構成される。詳細は、付属資料2の添付資料11を参照の

こと。なお、住民リーダーについてはこれまでの農民向け研修等のプロジェクト活動を通

じて、集落のリーダーになり得る人物の特定を行ってきた段階で、リーダー向け研修はこ

れから開始される。その第1回目の研修が、2011年10月13日に実施された。その研修課題は、

土壌保全にかかわる経験の共有化である。各集落3人、8集落で計24人を対象に実施された。 

農民向け研修は、土壌保全、森林、農業、牧畜、果樹、野菜、プロジェクト紹介、啓発、

計画等の計15分野で、延べ162回実施されている。詳細は、付属資料2の添付資料12及び添

付資料13を参照のこと。 

今後、プロジェクトの残り期間、県及び市村の技術者の交替がなく、研修ならびにプロ

ジェクト活動現場で経験を積み重ねることで、県及び市村の技術者が農村開発事業の中核

人材となることが期待される。また、集落の農民リーダー育成についても、プロジェクト

の残り期間に各集落で複数名が育成されることが期待される。 
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指標2：研修結果を反映した研修教材・カリキュラムが整備されている。 

本プロジェクトのフェーズ1で作成された教材を基本に、不足する教材を作成し、また一

部の教材の改良を行っている。分野的にはほぼすべてを網羅する教材ができている。今後

は、必要が生じた際に、より高い水準の教材を作成することになる。フェーズ2プロジェク

トで作成された教材には表2-3のとおり、技術者向けの4種類、農民向けの8種類がある。 

 

表２－３ フェーズ2プロジェクトで作成された教材 

技術者向け教材 

1 微生物群に基づく栽培方法の有効性 

2 動物衛生マニュアル 

3 ミシンの維持管理マニュアル 

4 日常の食事における野菜の利用マニュアル 

 

農民向け教材 

1 自然資源 

2 土壌と浸食 

3 等高線上の石積み作りとその管理 

4 石と土を用いた壁づくり 

5 ガリー浸食の管理 

6 浸透溝 

7 衛生的な搾乳 

8 チーズ作り 

 

なお、カリキュラムに関しては、指標1で述べたように、技術者向けの研修プログラムと

農民リーダー向けの研修プログラムが作成されている。 

 

指標3：大学の農村開発センターにおいて、技術者研修年1回、農民研修年2回程度実施され

る。 

農村開発センターと呼称するセンターの設立が計画されていたが、現在、SFX大学側は、

「農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署」を設立しようと考えている。

SFX大学内で、この部署の組織化について検討中である。設立時期は未定である。 

なお、プロジェクト活動としては、プロジェクト対象外の外部の人々を対象とした研修

を実施することを想定しており、これについてはこれまで実施してきた研修活動等を整

理・分析したうえで、外部の人向けの研修内容を検討し実施していく予定である。実際に

研修が開始されるのは、2012年以降になる見込みである。 

 

（2）成果2：集落開発計画に基づいた農村開発事業の実施を通じて、農村開発事業の計画から

実施までのプロセスがモデル化される。 

集落開発計画作成のプロセスに基づいて、大半の対象集落で集落住民参加型の集落開発

計画が作成されている。そして、集落開発計画や年間活動計画等に基づいて、農村開発事

業がすべての対象集落で実施されている。プロジェクト後半において、農村開発事業の実
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施の成果・効果を評価しつつ、農村開発事業の計画から実施までのプロセスをモデル化す

る予定である。 

 

指標1：対象36集落が集落開発計画を有する。 

本プロジェクトでは、9市村で各市村当たり4集落を対象にプロジェクト活動を実施する

計画であったが（計36集落）、Tarabuco村が一時的に活動を中断しているため、8市村を対象

にプロジェクト活動が進められている。現在、プロジェクト対象となっている集落は、8市

村で33集落である。このうち29集落については、集落開発計画が作成されている。残りの4

集落については最近新規に選定された集落であり、集落開発計画を作成中である。 

    

集落開発計画作成のプロセスは次のとおりである。 

1）ベースライン調査（Estudio Basico）の実施：収集データ整理と要約文書作成 

2）集落マスタープラン（Plan Maestro Comunal：PMC）（今後10年程度の集落のニーズ）の

作成 

3）集落開発計画（Plan Desarrollo Comunal：PDC）の作成：本プロジェクト期間の開発計

画 

4）集落戦略計画（Plan Estrategico Comunal：PEC）の作成：市村開発計画（Plan Desarrollo 

Municipal）との整合性確認 

5）年間活動計画（Plan de Operacin Anual：POA）の作成： 本プロジェクトの集落におけ

る年間活動計画 

    

プロジェクト対象集落ごとの各計画作成状況を表2-4に示した。 
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表２－４ 集落開発計画の作成状況 

ベースライン調査（EB）  
市村 対象集落名 

データ 要約 
集落マスター 

プラン 集落開発計画 集落戦略計画 年間活動計画 
2011 市村開発計画 

1 Poroma Poroma X X X X X X 
2  Chilchista X X X X X X 
3  Chijmuri X EE EE EE EE X 
4  Saichuma X EE X X EE X 
5  Churuni EE EE EE EE EE EE 

有 

6 Presto Misin Pampa X X X X X X 
7  Presto Porvenir X X X X X X 
8  Puca Pampa X X X X X X 
9  Pasopaya X X X X X X 

有 

10 Yamparae Sajpaya X X X X X X 
11  San Jose de Molles X X X X X X 
12  Catana X X X X X X 
13  Molle Punku X X X X X X 

有 

14 Sucre Mamahuasi X X X X X X 
15 Tumpeka X X X X X X 
16 

(Distrito 
Rural 8) Maracori/ Sunchu Pampa X X X X X X 

17  Molle Molle X X X X X X 

有 

18 Yotala Tipoyo X X X X X X 
19  Chamina X X X X X X 
20  Anfaya del Peral X X X X X X 
21  Palamana X X X X X X 

有 

22 Icla Molle Molle X X X X X X 
23  Kollpa Pampa X X X X X X 
24  Guitarrani X X X X X X 
25  Chunca Cancha X X X X X X 

有 

26 Zudaez Mayu Torcoco X X X X X X 
27  Pata Torcoco X X X X X X 
28  Cerezal X EE EE EE EE EE 
29  Pirhua Mayu X X X X X X 

有 

30 Mojocoya Rio Tocoro X X X X X X 
31  Rumi Cancha X X X X X X 
32  Chiquerillos X X X X X X 
33  Casa Grande X EE EE EE EE EE 

有 

   32 28 29 29 28 30  
注：X印は作成済み、EEは作成中を意味する。 
PMC：Demandas de la comunidad para 10 aos siguiente 
PDC：Plan para periodo del Proyecto（Cambio Rural） 
PEC：Comprobacin de la coherencia con el Plan Desarrollo Municipal 
POA：Plan anual para el Proyecto（Cambio Rural） 
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指標2：対象36集落において、集落開発計画に基づいた農村開発事業が実施されている。 

現在の対象33集落（一時的に活動を中断しているTarabuco村を除く）すべてで、自然資源

保全（土壌保全）事業と植林事業が実施されている。このほか、ミニプロジェクト（総事

業費上限6,000ドル）ならびにパイロットプロジェクト（総事業費上限1万ドル）と称する事

業も実施されている。これらプロジェクトでは、農村開発事業の中でも特に集落住民の意

識化や組織的な活動の訓練に主眼を置いた比較的小規模な投入による活動を行っている。

ミニプロジェクト及びパイロットプロジェクトの種類には、件数の多い順に、植林、農業、

牧畜、灌漑等がある。これまでにミニプロジェクトあるいはパイロットプロジェクトが実

施された（実施中含む）のは、32集落である。2011年5月時点の、対象市村・集落別のミニ

プロジェクト及びパイロットプロジェクトの実施状況の要約を付属資料2の添付資料14に、

また詳細情報を付属資料2の添付資料15に示す。 

 

指標3：農村開発事業の計画から実施までのプロセスが、農村開発モデルとしてまとめられ

ている。 

開発モデルの基本概念の整理を行い、各活動のプロセスを整理している段階にある。な

お、この指標に関する本格的活動は、プロジェクトの第4年次（2012年5月以降）から開始

予定である。 

 

（3）成果3：市村、県庁により、農村開発事業実施のための開発資金が調達される。 

県及び市村の自己資金以外への資金アクセスとして、外部の資金援助機関のデータベー

スシステムが作成され、対象市村のコンピューターにインストールされ、その使い方の市

村関係者への研修が実施されている。そして、実際に外部資金への申請を行い、承認を経

て、資金が調達され、事業が実施されている事例も出てきている。市村・県による農村開

発事業実施のための外部からの開発資金調達は順調に進展しているといえる。データベー

スシステムを活用しつつ、市村がさらに外部資金を調達し、農村開発事業を推進していく

ことが期待される。 

 

指標1：支援機関が実施すべき資金調達手続きがまとめられている。 

開発資金援助機関のデータベースシステム（コンピューター上で作動）が作成され、そ

の使用マニュアル（Manual de Usuario Base de Datos）が作成されている。また、開発資金援

助機関のリストが作成されており、11の国内機関と27の国際的機関の特徴、住所、ウェブ

サイトアドレス、コンタクト先、申請様式が示されている。 

 

指標2：普及員や市村の計画担当者及び県の行政官が各種資金申請手続きを理解している。

上記指標1のデータベースシステムと開発資金援助機関のリストは、チュキサカ県及びプ

ロジェクト対象市村のコンピューターにインストールされ、また県・市村の計画担当者、

総務部長等への説明も実施されている。このデータベースから資金申請様式が得られるだ

けでも、資金要請手続きを容易にするものである。申請手続きについては、基本的な理解

が得られていると考えられる。なお、申請様式への記入方法についての問い合わせへの対
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応や情報更新については、この活動の担当者等がサポートしていくことになっている。 

 

指標3：市村や県庁が独自予算により対応できず、対応可能な資金源が存在する計画につい

て、適切な申請書類が作成されている。 

これまでに19件の資金要請が実施されている。資金要請先機関・基金には、貧困農民支

援（2KR）見返り資金、日本大使館の草の根無償資金、先住民基金、MI AGUA（私の水）

プログラム、灌漑県サービス、国家生産・社会投資基金、ベルギー政府協力がある。詳細

は付属資料2の添付資料16を参照のこと。 

見直し作業や承認されなかった案件があるものの、各種資金申請にかかわる本プロジェ

クトによる説明会の実施を通じて申請手続きの理解が進み、資金申請に係る書類を適切に

作成する能力は徐々に向上しているものと考えられる。 

 

指標4：対象36集落において調達された資金が活用されている。 

上記の資金申請が承認され、事業が実施済み及び実施中の村落数は、延べ8集落である。 

 

（4）成果4：市村、県庁及び大学において、持続的総合農村開発事業の実施のための組織体制

が構築され、整備される。 

総合農村開発事業の実施体制の整備は、今後本格化するプロジェクト活動であり、関係

機関の役割分担の明確化や関係組織の設置を進めつつ、実施体制を構築していくことにな

る。 

 

指標1：市村、県庁、大学に農村開発に携わる部署、人員が配置されている。 

県及び市村では、既存の部署が農村開発にかかわる事業を実施しており、そのための要

員が配置されている。ちなみに本プロジェクトを担当している部署を市村ごとに表2-5に示す。 

 

表２－５ 対象8市村の担当部署 

No 市村名 本プロジェクト担当部署名 

1 Poroma 技術部インラフ課生産自然資源環境係 

2 Presto 事務・財務部計画課生産・経済開発係 

3 Yamparaez 事務・財務部工事管理課 

4 Sucre 経済開発部生産開発課農牧開発係 

5 Yotala 技術部 

6 Icla 事務・財務部計画官 

7 Zudañez 事務・財務部経済開発・自然資源・環境チーフ 

8 Mojocoya 事務・財務部開発課計画官 

 

SFX大学については、農学部に農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署

を設置する計画であり、その際には、本プロジェクトのC/Pである教官等が配置される見込

みである。 
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指標2：同部署の存続及び活動に必要な予算措置が講じられている。 

上述のとおり、対象市村には農村開発事業にかかわる部署があり、必ずしも十分な予算

を有するとはいえないが、農村開発関連事業が実施されている。 

 

指標3：大学に人材育成を目的とした農村開発部署が設置され、関連の規則が定められる。

SFX大学農学部に農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署を設置する方

針があり、大学内で計画中である。 

 

指標4：市村、県庁において農村開発事業の計画策定・資金調達・事業実施を支援する部署

が設置され、条例等規則が定められる。 

プロジェクト対象の市村、チュキサカ県庁には、組織名等は自治体ごとに異なるものの、

農村開発事業に関する計画策定・資金調達・事業実施を支援する既存の部署がある。 

 

２－１－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：チュキサカ県北部地域における農村開発事業の実施を通じ、農村開発モ

デルと実施体制が確立される。 

 

（1）本プロジェクトにおける「農村開発事業」「農村開発モデル」「実施体制」の意味 

1）農村開発事業 

本プロジェクトで実施する個々の農村開発事業は、総合農村開発事業の最小単位とみ

なすべきものであり、①自然資源の回復と保全、②農牧畜開発、③社会開発の3コンポー

ネントからなるものである。 

土壌保全及び植林などにより農牧業生産及び農村生活に不可欠な基盤としての水・土

の回復及び保全を行い、協力対象集落住民の生活の手段である農牧業の生産性向上・多

様化に向けた活動を行う。 

社会開発では、住民の生活環境改善を主な目的とする基礎インフラの整備、医療・栄

養レベルの改善ならびに収入源創出活動等を行う。 

個々の農村開発事業の具体的な内容と手法は、集落住民の生活向上への「インパクト」

「普及性」「持続性」を基本的な視座に定めることとしている。 

これら個々の農村開発事業を、地域住民のニーズにより組み合わせて総合的に実施で

きるように方向づけることが「農村開発モデル」となる。 

2）農村開発モデル 

市村及び県・SFX大学が活用するモデルであり、チュキサカ県北部地域の集落の住民が

自然資源保全と生活水準向上に自立的に取り組むための農村開発の進め方を示すもので

ある。 

本モデルは、「開発技術」と「開発事業のサイクル」で構成される。 

開発技術とは、自然資源保全・生計向上のために活用可能な技術リストであり、また

地域の状況に応じて活用する手法を示したものである。 

開発事業のサイクルとは、参加型の計画策定、実施、モニタリング及び評価の手法で

ある。 
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3）実施体制 

農村開発モデルをボリビア側市村及び県・SFX大学の独自の力で実施できる体制（人員、

予算・その他資金確保、関連機関の役割と責任分担・連携体制）のことである。 

 

（2）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト前半では、県・市村のC/Pの大幅な交替があったが、プロジェクト後半にお

いては、C/Pの継続性が高まり、それに伴ってプロジェクト活動がより円滑に進捗し、より

高い成果が発現することが期待される。また、上記において「農村開発モデルと実施体制

の確立」の意味の明確化を行ったので、プロジェクト終了時における到達点の理解の共有

が容易になると考える。農村開発事業の実施体制の構築に今後より努力を傾注しつつ、プ

ロジェクト活動を進めていけば、プロジェクト目標を達成する見込みは高いと判断する。 

 

指標1：農村開発の事業計画から資金申請を含む実施の度合い（資金獲得額と農村開発事業

の実施状況） 

成果3の達成状況の項で記述したように、これまでに農村開発関連事業の計画作成から資

金申請にいたった案件は、19件である。このうち、2011年10月5日時点で、実施済みあるい

は実施中の事業は計5件である。承認金額は5件で計3,130,689Bsである（約46万ドル）。実施

済み及び実施中の案件の種類は、すべて小規模灌漑システム建設事業である。このほか、

申請中（承認済み及び修正申請中を含む）の案件は11件ある。 

 

指標2：県庁と大学及び各市村に農村開発担当部署が設置され、農村開発部署の業務内容が

条例、規則の中で規定される。 

SFX大学農学部に農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署を設置する予

定があり、大学内で計画中である。県庁及び対象8市村では、既存の部署が農村開発関連事

業を実施している。農村開発部署の業務内容の条例や規則で規定することは、今後の課題

である。 

 

２－２ 評価結果 

２－２－１ 妥当性 

以下に述べるように、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

    

（1）対象地域・社会のニーズとの整合性 

チュキサカ県は国土の約5％を占め、北部地域は高地であり、貧困率80.1％（農村部は

94.4％）、極貧率63.2％（農村部では86.5％）と、ボリビアで最も貧困割合が高い地域の一つ

である。同地域は乾燥した気候帯に属するうえに、渓谷地帯の限られた耕作適地において

収奪的な農業が行われてきた結果、土壌侵食や水資源の枯渇が進行しており、耕作適地の

減少や農地の生産性低下を引き起こしている。同地域の住民の多くは自給的な農牧業を営

む農民であるため、農業生産性の低下により住民の生活は困窮している。伝統的な農牧生

産物の生産向上による食糧生産増加とともに、他の収入源創出を通じた生計向上も必要と

されている。本プロジェクトは、自然資源の回復と保全、農牧業開発、社会開発といった
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総合的農村開発を通じて、農村住民の食糧生産増加や収入源創出等を図り、農村住民の生

活の質の向上に寄与しようとするものであり、また参加型開発計画作成を通じて農村住民

のニーズに沿った事業を進めていることから、対象地域・社会のニーズやターゲットグル

ープのニーズに合致しているといえる。 

 

（2）ボリビア政府の開発政策との整合性 

国家開発計画（2006-2011年）の柱の一つは、生産性向上である。農村開発・土地省の農

牧セクター開発計画2011-2015では、食糧主権をめざした農村開発への様式変更を目的に掲

げ、8つの政策を示している。その政策には、食糧安全と食糧主権のための農牧生産、生産

的な農牧開発、収入創出と持続性のある農牧生産物余剰、灌漑水へのアクセスが含まれて

いる。本プロジェクトは、総合農村開発を通じて農村住民の生活の質の向上に寄与する目

的を有することから、ボリビア政府の政策に合致しているといえる。 

 

（3）日本政府の支援方針との整合性 

日本政府は、「貧困削減のための社会開発支援」及び「持続的経済成長のための支援」を

支援の柱とし、重点分野の一つは社会開発であり、地方開発にかかわる協力を貧困削減の

観点から重視している。また、本プロジェクトは「小規模農家の貧困削減プログラム」の

中のプロジェクトの一つに位置づけられている。したがって、農村住民の生活水準の向上

をめざす本プロジェクトは、日本政府の援助方針と合致している。 

 

（4）プロジェクトアプローチの妥当性と裨益の公平性 

本プロジェクトは、傾斜地が多く土壌浸食が生じやすい地域であり、また年間雨量も少

ないチュキサカ県北部地域において、自然資源の回復・保全（持続的な土壌、水、植生の

管理）を基礎としつつ、農牧業生産向上や収入源の創出といった活動を通じて、持続的な

農村開発を進めるものである。加えて、過去ボリビアにおいては多くのドナー機関からの

支援がある一方で、プロジェクト終了後に持続性を確保していない例が多く見られるなか、

本プロジェクトでは資金確保のメカニズムや関係機関を効果的に調整する仕組みの導入を

通じて、農村開発を自立的・持続的に進めるためのモデルとその実施体制作りを支援する

こととしている。本プロジェクトのアプローチは、本地域で持続性ある農村開発を進展さ

せるために有効なアプローチであると考える。 

当初、9市村で36集落を対象とする計画であったが、1つの村の参加が得られていないた

め、8市村33集落でプロジェクト活動が実施されている。33集落の総世帯数と人口は2,031

戸、9,996人である。本プロジェクトの対象地域の多くの農家は点在して居住しており、対

象集落全世帯に裨益する灌漑施設の建設は簡単ではないが、プロジェクトでは一戸の農家

または数人の特定グループに対して灌漑施設整備を行った場合、できるだけ公平な受益と

なるよう当該農家が植林活動実施、収穫物の学校への供給、集落メンバー・訪問者への事

業効果の説明などの負担を行うことを義務として課しており、効果―費用のバランスをと

るように配慮している。 

 



 

－22－ 

２－２－２ 有効性 

本プロジェクトでは4つの成果、すなわち、①農村開発事業に従事する中核人材の育成、②農

村開発事業の計画から実施までのプロセスのモデル化、③農村開発事業のための資金調達、④

農村開発事業実施のための実施体制の整備、を設定している。第３章で述べたように、成果4の

実施体制の整備については今後の課題であるものの、成果1から成果3までについては、おおむ

ね順調に成果を上げつつあるといえる。農村開発モデルの開発とそのための実施体制の確立に

ついてはこれまでのプロジェクト活動の実績ならびにそのプロセスと効果の評価に基づいて、

プロジェクト後半に構築していく予定である。本中間レビュー時において、「農村開発モデルと

実施体制の確立」の意味するところが明確化されたので、プロジェクト目標の具体的なコンセ

プトについての理解が関係者間で十分共有化されることが期待され、また今後のプロジェクト

活動を円滑に進捗させることで、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成されるも

のと見込まれる。したがって、本プロジェクトの有効性は満足できる水準になるものと予想さ

れる。 

 

２－２－３ 効率性 

一部のプロジェクト活動については、以下に述べるような要因から遅れが生じている部分も

あるが、プロジェクト活動全般の進捗についてはおおむね順調で、徐々に成果を上げつつある

と判断される。したがって、本プロジェクトの効率性は、満足できる水準であると判断される。 

    

（1）日本側投入について 

日本側の投入（専門家、本邦研修、第三国研修、機材供与、現地業務費）は、プロジェ

クト活動を進めるためにおおむね適切なものであり、プロジェクト活動の効率的実施に用

いられた。なお、これまでに実施されているボリビア国内や第三国での技術や経験の交換

交流は、C/Pならびに農民の能力強化の効果が高いと判断される。 

 

（2）ボリビア側投入について 

2011年9月時点で、計36人のC/Pが配置されている。内訳は、SFX大学が11人、チュキサカ

県庁が9人、プロジェクト対象地域の市村が16人である。なお、ボリビアの地方政府機関に

おいては、選挙で自治体首長が交替すると、職員も大幅に交替するのが通常であること、

さらにC/Pの大半が年間雇用であることから、チュキサカ県及び市村のC/Pの大半も交替し

ている。このように雇用状態が不安定な状況のもとでは、人員交替に際して能力強化にか

かわる研修を再度実施する必要が生じるほか、プロジェクト活動現場での経験の蓄積も失

われてしまう。このような自治体職員の交替は、C/Pの能力強化面において著しく効率性を

低下させる要因である。 

一般的に、ボリビア政府の財政状況は豊かであるとはいえない状況下にあり、また一部

プロジェクト側が申請した事業の実施承認まで時間を要する案件もあったものの、ボリビ

ア側関係機関（県庁、市村、大学）は、それぞれプロジェクト活動に対して予算支出して

おり、プロジェクト活動推進に寄与している。今後も、プロジェクト活動への資金的投入

が継続され、プロジェクト活動の効率的で円滑な実施が継続することが期待される。 
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（3）プロジェクトの運営管理について 

市村の職員ならびにその他のプロジェクト関係者から、関係機関間の調整が必ずしも十

分ではないとの指摘があった。これは、プロジェクト活動に関する情報・データの蓄積は、

良好に実施されてきているものの、どのようなプロジェクト活動が実施され、どのような

成果・効果を上げつつあるか評価し、関係者に理解しやすいような形での報告が不足して

いることも一因と思われる。 

本プロジェクトは、農村開発事業の実施体制の構築もめざしているので、構想される実

施体制に基づき、関係者間の連携・調整を円滑に進め、事業の効果・成果を適切にモニタ

リング・評価し、自治体の意思決定者等によりわかりやすく報告されるように、プロジェ

クトの実施体制も改善していく必要がある。 

 

２－２－４ インパクト 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標：チュキサカ県農村開発モデルが普及し、小農の生活水準が改善される。 

以下に述べるように、個別農家レベルでは、上位目標達成につながり得るインパクトが

確認されている。これが面的に広がって上位目標達成にいたるには、初期投資の確保、販

売マーケットの確保など、さらに今後取り組むべき課題が残っている。このため、ボリビ

ア側が持続的に農村開発に取り組むための実施体制を整備することが重要である。 

 

指標1：チュキサカ県の72集落以上で農村開発モデルを活用した農村開発事業が実施されて

いる。 

プロジェクト後半において農村開発モデルの確立が行われる予定になっている。したが

って、現時点においてチュキサカ県内の集落でプロジェクトが提案する農村開発モデルを

活用している事例はない。 

 

指標2：チュキサカ県において農業生産性が向上している。 

灌漑システムの導入により、これまで生産していなかった野菜の生産ができるようにな

った事例が増加している。また、農民からの聞き取りでは土壌保全等の導入により主食で

あるジャガイモなどで若干の生産量増加があり、より多くの食糧が得られるようになった。 

 

指標3：チュキサカ県の農村の収入が向上している。 

野菜栽培の導入により、これまで購入していた野菜を自ら生産できるようになり、一部

ではあるが、余剰分の野菜、衣類、乳製品、植林用苗木を集落内あるいは集落外で販売し

始めた事例が観察された。 

 

指標4：チュキサカ県のUBN（充足していない基本的ニーズ数）が減少している。 

灌漑システムが導入された集落においては飲料水が確保されており、基本的ニーズの充

足に貢献している。 

栽培した野菜の自家消費により栄養状態の改善が期待される。    
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以下、参考としてチュキサカ県における充足していない基本的ニーズに関するデータを

示す。（充足していない基本ニーズの割合（％）を示したもの） 

 

表２－６ チュキサカ県における充足していない基本的ニーズの割合 

（％） 

1992年 2001年 
項 目 

計 都市部 農村部 計 都市部 農村部 

住宅（材料） 63.83 13.27 88.10 53.70 11.27 82.13

住宅（居住面積） 82.84 73.38 87.37 72.08 66.08 76.10

サービス（電気） 71.30 16.02 97.84 62.48 12.62 95.89

サービス（水・衛生） 77.41 39.80 95.46 62.17 26.85 85.84

教育 80.08 49.38 94.81 70.71 41.10 90.55

保健 53.01 33.93 62.17 40.36 28.80 48.10

出典：INE（統計局）データ 

 

2001年のデータでは、保健については不足率が約4割となっているが、その他の住宅、電

気、水・衛生、教育では6割から7割の不足率であり、充足率が低いことがわかる（参考と

して、チュキサカ県北部地域9市村の充足していない基本的ニーズに関するデータを付属資

料5に示す）。 

なお、上表からわかるように、充足していない基本的ニーズに関する調査の実施頻度は、

少なくとも10年の間隔が開いているため、プロジェクト開始時のデータや、プロジェクト

終了後3年あるいは5年程度後のデータを入手することは困難であり、本プロジェクトの指

標データと利用するには適していないと判断される。 

 

（2）その他のインパクト 

近隣の農家が、展示圃場やプロジェクト対象農家の圃場や植林用苗床の視察に多く訪問

しており、波及効果が期待できる。プロジェクトメンバーからの聞き取りでは、すでにテ

ラス工法が近隣農家に取り入れられている。また、他の集落からプロジェクトに参加した

いとの要望が寄せられている。 

集落では女性の参加が促進されている。 

集落住民の資金管理能力が向上している。 

 

２－２－５ 持続性 

（1）政策面 

すでに述べたように、国家開発計画では生産性向上が重視され、また農牧セクター開発

計画2011-2015では食糧主権をめざした農村開発が目的となっている。チュキサカ県の開発

計画2009-2015の生産面の開発政策では、包含的な生産的開発や自然資源・環境が政策軸に

含まれ、農牧開発面では関係機関間活動のネットワークの構築・強化も政策に含まれてい

る。今後も引き続きボリビア政府ならびに県庁は農村開発とそのための実施体制強化を重

視していくと考えられ、政策面での持続性は確保されるものと考えられる。一方、これら

の政策の多くはプロジェクトベースで実施されており、当該分野の人員の配置もプロジェ

クト予算が確保された範囲で充当されているのが現状である。したがって、これらの政策



 

－25－ 

が適切に実施され、農村開発事業のインパクトの持続的発現につながるには予算の確保が

重要な要素となる。このためプロジェクトで確立される事業資金確保メカニズムを有効に

活用し、資金の持続的確保に取り組むことが必要である。 

 

（2）組織面 

SFX大学については、本プロジェクトの活動を継続的に実施していくために、農学部に農

村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署を設置する計画がある。この部署

が公式に設置され、農村開発にかかわる各種事業を持続的に実施できる体制になれば、チ

ュキサカ県内で農村開発にかかわる能力向上を主導する組織として継続的な活動が期待で

きる。 

県及び市村については、計画部門の職員が既存の組織体制において農村開発事業を進め

ているものの、技術者の配置についてはプロジェクトベースでなされているのが実情であ

り、プロジェクト予算が確保できない場合には、人材の不足が懸念される。 

本プロジェクトにおいては、短期集中的に活動が終了するインフラ整備や種子肥料等の

配布事業と異なり、参加型の計画作りから農牧技術指導、モニタリング等を一貫して指導

するものであり、週に1回程度の継続的な巡回指導を必要とする。このため、効果的な農村

開発を進めていくためには少なくとも現状と同程度の技術者の配置が、県及び市村におい

て必須になると考えられる。 

現在、本プロジェクトの農村開発事業において、関係機関の役割分担の規定はあるもの

のその見直しが必要である。また、SFX大学、チュキサカ県庁及び市村により、プロジェク

ト活動に係る調整・協力・連携を行う調整委員会を設置し、定期的に開催する必要がある。 

将来的には、チュキサカ県北部地域の農村開発事業実施に向けた具体的な開発計画の作

成、及び他の国内政府機関、NGO、他ドナー機関との調整・協力・連携を模索していく必

要がある。 

 

（3）財政面 

本プロジェクトに参加している県庁、8つの市村及びSFX大学は、プロジェクト活動に対

する予算支出を行っている。 

また、プロジェクト活動を通じて資金支援にかかわる外部機関（国内及び国外）への資

金要請手続きが取りめられた。8市村及び県庁の計画担当官等がその資金申請手続きを理解

し、いくつかの市村ではすでに資金申請を行って資金を獲得している。プロジェクトの残

り期間に、さらに外部機関への資金申請を継続していくことで、資金獲得能力が向上する

ものと期待される。 

 

（4）技術面 

本プロジェクトに参加しているC/Pの技術的能力については、SFX大学の教官の場合、国

外及び国内での経験交換交流への参加、研修講師としての参加、プロジェクト現場での活

動を通じて、その指導者としての能力（知識・経験）を高めている。大学教官の場合の定

着性は比較的高いので、技術面での持続性が確保されるものと期待される。 

県及び市村の技術者の場合、技術者向けの研修参加、農村開発事業の計画作成、対象集
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落における各種農村開発事業実施における農村住民への指導・モニタリングを通じて、そ

の知識・経験が蓄積されている。ただし、県や市村の長の選挙ごとに、職員も大幅に交替

するのが通常であり、本プロジェクト期間中にも多くのC/Pが交替している。県及び市村所

属の技術者の技術面の持続性を確保することには困難が伴う。 

このため、県及び市村の人員の資格要件を明確化するとともに、本プロジェクトで取り

組んでいるように新任の技術者向けの研修を大学が集中的に実施することをシステム化す

ることが望まれる。 

 

２－２－６ 結 論 

すでに述べたように、本プロジェクトの4つの成果のうち、3つの成果、すなわち①農村開発

事業に従事する中核人材の育成、②農村開発事業の計画から実施までのプロセスのモデル化、

③農村開発事業のための資金調達については、おおむね順調に成果を上げつつある。ただし、

成果4（農村開発事業実施のための実施体制の整備）については今後の課題である。 

したがって、今後のプロジェクト活動が円滑に進捗すれば、プロジェクト終了時までにプロ

ジェクト目標が達成されるものと見込まれる。ただし、提言の項で述べるような改善策の実施

が求められる。 

 

２－３ 提 言 

（1）ミニプロジェクト及びパイロットプロジェクトのモニタリング・評価体制の改善 

本プロジェクトにおいて数多くのミニプロジェクト及びパイロットプロジェクトが実施さ

れてきている。これら個別のプロジェクトを一般化し、開発モデルにつなげていくためには

適切なモニタリング・評価を実施する必要がある。このため、個別の案件を評価する基準・

手法を設定し、関係機関の連携によりモニタリング・評価を行う体制を築く必要がある。 

また評価結果に基づき個別の事業の達成状況を判定し、一定の自立性が確保された段階で

支援を終了し、新たな受益者へ活動を移していく仕組みを検討する必要がある。 

 

（2）本プロジェクトの計画策定プロセスの市村の開発計画策定プロセスへの統合 

農村開発モデルを持続的に実施していくためには、参加型の集落開発計画を市村の開発計

画策定プロセスに統合する必要がある。このため集落で活動する他の組織と集落開発計画を

共有するとともに市村の計画担当者との密接な連携を図り、市村の年間計画に集落開発計画

が反映されるよう働きかける必要がある。また、集落計画に対する住民の継続的な意識化と

主体意識形成のため一層の努力が必要である。 

 

（3）農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署の設置 

農村開発モデルを持続的に展開していくためには、農村開発に係る多様な技術的知見を有

し、かつ多様な関係機関を調整し、効率的な支援を進める組織が必要である。SFX大学におい

て、農村開発にかかわる研究・普及・人材育成を担当する部署の設置が計画されており、こ

の役割を果たすことが大いに期待される。プロジェクト後半の活動において、この組織の果

たす機能や組織構成に関する助言を行い、設立プロセスを支援する必要がある。 
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（4）プロジェクト関係機関の役割分担の見直しと調整委員会の設立支援 

農村開発においては、SFX大学、県、市村が効果的に連携して事業に取り組んでいく必要が

あるが、現在のプロジェクト活動においては関係機関の役割・責任分担が十分に明確化され

ていないため効率的な活動が行われていない例も見られた。このため後半のプロジェクト活

動においては、実施体制の確立に向けて関係機関の役割分担を見直す必要がある。 

また、農村開発に関する計画策定支援や成果の共有を行う目的で調整委員会を設立し、定

期的に会議を開催する必要がある。 

 

（5）植林における原生種の利用拡大と環境的側面と経済的側面のバランス 

本プロジェクトでは、外来種である松とユーカリを多く植林している。これは、これまで

の経験から経済的に有用であることがわかっていて住民の要望が多いためである。しかし、

水源地域の保全のためには原生種の利用がより効果的であると考えられるので、住民ととも

に原生種と外来種の利便性を検討していくことが望まれる。ユーカリについては水分吸収量

が多いので、水資源が少ない地域での利用には慎重になるべきである。 

また植林用苗木生産では、環境的側面と経済的側面のバランスを取ることが重要である。 

 

（6）マーケティング 

プロジェクトでは収入源の多様化の可能性を探るための活動を実施してきており、今後も

計画されている。 

今後は、市場・流通面を十分調査したうえで、より収入に結びつきやすい活動を実施して

いく必要がある。 

 

（7）プロジェクト関係機関への情報提供 

プロジェクトは半年ごとに詳細な報告書を作成し、プロジェクト関係機関に送付している

にもかかわらずプロジェクト関係機関から本プロジェクト活動がどのような成果・効果を上

げつつあるか情報が十分に届いていないとの指摘があった。また、プロジェクト関係機関幹

部の本プロジェクトに対するオーナーシップが低いことが確認された。今後は、プロジェク

ト関係機関幹部のプロジェクト進捗に対する理解を促進するために、報告書や定期刊行物の

配布ならびに技術者や担当部署による進捗報告等による対応が求められる。 

 

（8）人員の継続的な配置の保証 

これまでのプロジェクト実施過程で、県、市村の技術者を中心に多くのC/Pが交替し、能力

強化にかかわる研修を再度実施する必要が生じるとともに、プロジェクト活動現場での経験

の蓄積も失われてしまった。残された期間でプロジェクト目標を達成するためには、C/Pの継

続的な配置が不可欠である。 

 

（9）SFX大学の車両等の維持管理費の確保 

SFX大学は、本プロジェクト実施にあたり執務室の提供や光熱費等の負担をしているが、燃

料費、車両の維持管理費への経費支出についてはほとんどなされていない。また、供与機材

であるマイクロバスについては保険加入についての問題があり、いまだに利用できない状況
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である。これら経費に係る適時の予算執行が求められる。 

 

（10）プロジェクトが提案する農村開発モデルの適用に向けた事業間連携の強化 

本プロジェクトは総合的な開発の視点を有しており、プロジェクトの提案する農村開発モ

デルの効率的な適用を促進するためには、集落内での活動実施プロセスにおける事業間の統

合性をより強化・視覚化することが必要である。 

 

２－４ PDMの改訂 

本中間レビュー調査は、2010年9月に改訂されたPDM Version 2に基づき進めた。なお、現地調査

実施前に、プロジェクトチーム（日本人専門家及びC/P）側から、PDMの内容変更につき改訂案の

提示があった。現地調査においては日本側レビュー調査団は、プロジェクトチームと改訂内容に

ついて議論し、日本側レビュー調査団の助言も取り入れた改訂案（version 3）が作成された。その

改訂案をプロジェクト側が、今回のJCC（合同調整委員会）に提示し、JCCの場で改訂が承認され

た。承認されたPDM（Version 3）のスペイン語版は、付属資料1．ミニッツ（スペイン語）の添付

資料1のとおりであり、また和文版は付属資料2.ミニッツ（日本語訳）の添付資料1のとおりである。 

    

PDM version 2からversion 3への主な変更点とその理由は、下表のとおりである。 

 

＜PDMの主な変更点＞ 

項目 Version 2 Version 3 主な変更理由 

上位目標 チュキサカ県内に農村開発

モデルが普及し、小農の生活

水準が改善される。 

チュキサカ県北部地域に農

村開発モデルが普及し、小農

の生活水準が改善される。 

スペイン語版では、「北部地

域」が入っていたが、和文版

では欠けていたので、スペイ

ン語版との整合性を取った。

上位目標の指

標の2～4 
【指標2】チュキサカ県にお

いて農業生産性が向上して

いる。 
【指標3】チュキサカ県の農

村の収入が向上している。 
【指標 4】チュキサカ県の

UBN（充足していない基本的

ニーズ数）が減少している。

【指標2】農村開発モデルが

活用された集落でのサンプ

ル調査において、調査対象者

の70％以上が、農村開発モデ

ル活用前に比較して生活水

準が向上したと認識してい

る。 

生産性向上、農村の収入につ

いてのデータを、既存の統計

資料（年報など）から得るこ

とが困難であること、そし

て、基本的ニーズの充足度の

調査が10年程度の間隔で実

施され、プロジェクト開始時

やプロジェクト終了後一定

年数後のデータを入手する

ことが困難であるため、これ

ら指標の代わりとして、生活

水準の向上の有無を把握す

るための聞き取り調査（サン

プル調査）に変更した。 

プロジェクト

目標 
チュキサカ県北部地域にお

ける農村開発事業の実施を

通じ、農村開発モデルと実施

体制が確立される。 

チュキサカ県北部地域にお

ける農村開発事業の実施を

通じ、農村開発モデル（注1）
と実施体制（注2）が確立さ

れる。 

本プロジェクトにおける「農

村開発モデル」と「実施体制」

についての定義を明確化し、

PDMの欄外にその定義を記

載した。 

プロジェクト

目標の指標 
【指標1】農村開発の事業計

画から資金申請を含む実施

の度合い（資金獲得額と農村

開発事業の実施状況）。 

【指標1】農村開発モデルと

して提示できる優良事例が

各市村で1件以上実施されて

いる。 

指標1については、達成目標

をより具体化し、測定可能な

指標に変更した。 
指標2については、県や市村
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【指標2】県庁と大学及び各

市村に農村開発担当部署が

設置され、農村開発部署の業

務内容が条例、規則の中で規

定される。 

【指標2】県、SFX大学及び各

市村に農村開発モデルの実

施に必要な人員が配置され

ている。 
【指標3】SFX大学農学部に総

合農村開発事業を支援する

研究・普及・人材育成を担当

する部署が設置され、必要な

人員が配置されている。 

に新規に農村開発部署を設

置することは現実的でなく、

既存の組織体制の中に必要

な人員が配置されているこ

とが重要であるので、そのよ

うに変更した。 
指標3は、新規の指標で、SFX
大学に設置予定の組織に必

要な人員が配置されている

ことを指標に加えた。 
なお、必要な人員について

は、今後検討される農村開発

事業の「実施体制」に基づき、

適切な人数が設定されれば、

その人数との比較となる。 

アウトプット

1 
成果1：集落と市村（実施機

関）、県庁と大学（支援機関）

に農村開発事業の中核人材

が養成される。 

成果1：集落、市村、県庁及

びSFX大学に総合農村開発事

業の中核人材が養成される。

「実施機関」や「支援機関」

という言葉を用いると、ボリ

ビア側の人員配置にマイナ

スの影響を与えかねないの

で、この表現を削除した。 

アウトプット

1の指標 
【指標1】指導者として10名
の大学教員、6名の技術者が、

実施者として9名の普及員、9
名の計画担当者及び各集落8
人の住民リーダーが、それぞ

れ育成されている。（計322
名） 
 
【指標3】大学の農村開発セ

ンターにおいて、技術者研修

年1回、農民研修年2回程度実

施される。 

【指標1】10名の大学教員、8
名の県の技術者が、9名の市

村の普及員、9名の市村の計

画担当者及び各集落の住民

リーダー（少なくとも受益者

の10％）が、それぞれ育成さ

れている。 
 
【指標3】SFX大学の研究・普

及・人材育成を担当する部署

において、技術者研修年1回、

農民研修年2回程度実施され

る。 

指標1については、上記と同

様の理由から、「指導者とし

て」、「実施者として」という

表現を削除した。現在、8名
の技術者がC/Pとして参加し

ているので、その体制の維持

を目的に、明確化した。住民

リーダー数については、プロ

ジェクト・チームの意向を採

用し、受益者の10％以上とし

た。なお、プロジェクト対象

33集落の総戸数は、約2,000
戸であるので、200人以上が

目標値となる。 
指標3については、SFX大学に

設置する予定の組織名がま

だ確定していないので、仮の

名称を記載した。 

アウトプット

2 
成果2：集落開発計画に基づ

いた農村開発事業の実施を

通じて、農村開発事業の計画

から実施までのプロセスが

モデル化される。 

成果2：集落開発計画に基づ

いた総合農村開発事業の実

施を通じて、総合農村開発事

業の計画から実施までのプ

ロセスがモデル化される。 

「農村開発」を「総合農村開

発」に変更した。 

アウトプット

2の指標 
【指標1】対象36集落が集落

開発計画を有する。 
【指標2】対象36集落におい

て、集落開発計画に基づいた

農村開発事業が実施されて

いる。 
【指標3】農村開発事業の計

画から実施までのプロセス

が農村開発モデルとしてま

とめられている。 

【指標1】対象9市村の36集落

がそれぞれ集落開発計画を

有する。 
【指標2】個々のミニプロジ

ェクト及びパイロットプロ

ジェクトのモニタリング・評

価結果に基づき、自然資源保

全・生活向上のために活用可

能な技術リストが整理され

ている。 

指標1については、表現の明

確化。 
指標2については、最終的成

果品の内容（技術リストの整

理）に基づき、表現を変更し

た。 
指標3については、プロセス

の範囲についてより適切な

表現とし、また開発事業のサ

イクルを取りまとめること
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【指標4】対象36集落におい

て、農村開発の状況が改善し

ている。 

【指標3】総合農村開発事業

の参加型の計画策定、実施、

モニタリング及び評価の手

法が開発事業のサイクルと

してまとめられている。 

とした。 
指標4については、スペイン

語版にはなく、たぶん削除し

忘れた指標であるため、今回

削除した。 

アウトプット

3 
成果3：市村、県庁により、

農村開発事業実施のための

開発資金が調達される。 

成果3：市村、県及びSFX大学

により、総合農村開発事業実

施のための内部及び外部の

開発資金が調達される。 

SFX大学を加え、さらにスペ

イン語版の表現に合わせて、

「内部及び外部」という表現

を加えた。 

アウトプット

3の指標 
【指標1】支援機関が実施す

べき資金調達手続きがまと

められている。 
【指標2】普及員や市村の計

画担当者及び県の行政官が

各種資金申請手続きを理解

している。 
【指標3】市村や県庁が独自

予算により対応できず、対応

可能な資金源が存在する計

画について、適切な申請書類

が作成されている。 

【指標1】資金調達手続きが

まとめられている。 
【指標2】普及員や市村の計

画担当者、県及びSFX大学の

担当者が各種資金申請手続

きを理解している。 
【指標3】対象36集落におい

て総合農村開発事業の資金

調達のために、適切な申請書

類が作成されている。 

指標1については、「支援機関

が実施すべき」という表現を

削除した。 
指標2については、SFX大学を

加えた。 
指標3については、よりわか

りやすい表現に変更した。 

アウトプット

4 
成果4：市村、県庁及び大学

において、持続的総合農村開

発事業の実施のための組織

体制が構築され、整備され

る。 

成果4：市村、県及びSFX大学

により、チュキサカ県北部地

域の総合農村開発の方向付

けを行うための調整委員会

が適切に運営される。 

組織体制の構築とは、具体的

には「調整委員会」の設置で

あることとし、その役割につ

いて記載した。 

アウトプット

4の指標 
【指標1】市村、県庁、大学

に農村開発に携わる部署、人

員が配置されている。 
【指標2】同部署の存続及び

活動に必要な予算措置が講

じられている。 
【指標3】大学に人材育成を

目的とした農村開発部署が

設置され、関連の規則が定め

られる。 
【指標4】市村、県庁におい

て農村開発事業の計画策

定・資金調達・事業実施を支

援する部署が設置され、条例

等規則が定められる。 

【指標1】チュキサカ県北部

の総合農村開発に取り組む

ための調整委員会が設置さ

れ、その中で、市村、県及び

SFX大学の役割分担が合意さ

れる。 
【指標2】調整委員会が、総

合農村開発の活動を協議・調

整するために定期的に開催

されている。 

指標1については、関係機関

の役割分担が十分には明確

化されていないので、このよ

うな指標を設定した。 
指標2については、これから

設置する「調整委員会」がき

ちんと機能しているかどう

かの判断指標を記載した。 

指標入手手段 指標ごとに、より適切と考えられる指標入手手段を記載した。 

活動 一部の活動項目にも変更があるが、詳細は、付属資料6参照のこと。 
注1：農村開発モデル：市村及び県・大学が活用するモデルであり、チュキサカ県北部地域の集落の住民が自然資源保全と生活

水準向上に自立的に取り組むための農村開発の進め方を示すものである。本モデルは、「開発技術」と「開発事業のサイ
クル」で構成される。開発技術とは、自然資源保全・生計向上のために活用可能な技術リストであり、また地域の状況に
応じて活用する手法を示したものである。開発事業のサイクルとは、参加型の計画策定、実施、モニタリング及び評価の
手法である。 

注2：実施体制：農村開発モデルをボリビア側市村及び県・大学の独自の力で実施できる体制（人員、予算・その他資金確保、関
連機関の役割と責任分担・連携体制）のことである。 

 

なお、プロジェクトチームは今後、今回のPDM改訂に応じて、POの内容の改訂を行う必要があ

る。 
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第３章 調査所感 
 

３－１ 総 括 

本プロジェクトでは環境劣化と貧困が進行するチュキサカ県北部において、政府の実施体制が

脆弱な中で全市村を対象として160を超える集落にパイロットプロジェクトを導入するという困

難なプロジェクトに取り組んでいる。これまでのところ順調に進んでおり、チュキサカ県の環境

保全、貧困改善に向けてポジティブな成果が見られつつあると思われ、この点は高く評価できる。 

今後は前半の成果を取りまとめつつ将来的な持続性を確保するための体制づくりに力を入れて

いくことになるが、これを進めていくうえで以下の3つの点について検討する必要があると考える。 

 

（1）実施体制づくりについて 

1）基本的な設計 

農村開発を持続的に取り組む方策として、外部資金獲得のための能力強化、大学を核と

した農村支援体制の整備を取り入れているが、これは実施体制が極めて脆弱なボリビアの

中でよく設計されたものとなっており、外部資金の獲得という面ではすでに成果が出てき

ている。 

2）ボリビア側の執行体制の脆弱性（タイムフレームへの影響） 

一方で、上記デザインがチュキサカ県に浸透し、自律的な体制構築につながるには、今

後残されたプロジェクトのタイムフレーム以上に時間を要するものと考える。具体的には、

県及び市が自律的な普及に取り組めるようになるのは、プロジェクト終了後になる可能性

があると思われる。 

3）リスクへの対応 

案件終了後に想定される最大のリスクは、「県及び市村の普及員が解雇される」というこ

とであり、これは現在のボリビアの技術普及の体制からみて十分に起こり得るリスクであ

ることから、今後の体制を検討するにあたってもこの状況を前提とする必要がある。 

上記リスクは言い換えれば、「ボリビアにおける普及員はプロジェクトが存在する期間の

み配置され、プロジェクトが終了するとともに解雇されるということ」であり、したがっ

て政府の現状の体制を前提とした場合、プロジェクト活動の持続性を確保するためには以

下の4点に対応する必要がある。すなわち、 

①技術をSFX大学に残すこと 

②普及員が交代するたびに短期間（1年以内）で訓練する仕組みを整えること（習得に長期

間を要する技術は扱わない） 

③プロジェクト期間中に最終裨益者（農民）まで技術を届けること（プロジェクトが終了

すると普及員がいなくなり、農民間でしか技術は伝播しないためプロジェクト期間中に

技術を農民まで届ける必要がある） 

さらに、技術の面的な展開を確保するためには以下に対応する必要がある 

④可能な限り網羅的、継続的な予算確保に努めること 

①については、プロジェクト実施体制ですでにSFX大学への知見の蓄積が担保されている。

②については、現在市村レベルでの脆弱な指導体制を補完するためSFX大学、県、市村の間に

明確な役割分担を設けず、一体的に農民を指導する体制を取っている。したがって、プロジ
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ェクト終了後にSFX大学が市村の普及員の研修を実施し、研修を受けた普及員が農民を指導す

る体制が構築できるかは今後の課題。この体制が構築できない場合は、SFX大学が農民に直接

研修を実施することが必要となり、カバーできる農家数が制限されるため技術の面的な普及

は期待できない。 

③については、すでにほとんどの技術がミニプロジェクトを通じて現場レベルに移転され

ており、現在の対象集落においてはおおむね達成できていると思われる。ただし、土壌肥沃

度改善については今回の調査では農家レベルでの取り組みは明確に確認できず、また技術面

でも展示圃場において必要な投入量や土壌肥沃度改善効果がまだ定量的に把握されておらず、

今後の取り組みを要すると思われる。 

④については外部資金確保データベースがすでに機能しており、事業規模は縮小すると思

われるが、ある程度の資金確保は期待できる 

4）考えられる役割分担 

上述の①～④を踏まえたプロジェクト終了後の（現在の33集落以外での）技術普及の流

れと役割分担については一例として以下が考えられる。 

 

表３－１ プロジェクト終了後の技術普及の流れと役割分担 

担当部局 開発計画策定 資金確保 プロジェクト実施 

I ii iii iv v vi vii viii ix x 

 

研
修 

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査 

計
画
策
定 

優
先
度
決
定 

外
部
資
金
申
請 

普
及
員
確
保 

関
係
者
の
調
整 

普
及
員
研
修 

農
民
研
修
・
指
導 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
指
導 

農村開発土地省       ○    

県庁    △ △ ◎ ◎ ○ △ △ 

SFX大学 ◎ ◎ △ △ △  ◎ ◎ △ ◎ 

市村 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ △ 

集落  ○ ◎ ◎ ○  ○  ○ ○ 

◎：主たる実施者、○：受益者、△：側面支援 
i． SFX大学が市村、集落の計画担当者に対して参加型計画策定に関する研修を実施 
ii． SFX大学が（※1）市村の計画担当者に対して働きかけて集落を選定した後、SFX大学と市村の計画担当職が連携

してベースライン調査実施を支援（※2） 
※1 プロジェクト終了時までに県の計画担当職員の能力を向上させることが可能であれば県が実施するのが合

理的と考えるが、能力的に難しいと思料 
※2 計画策定を実施する件数は、実際に外部資金を確保できそうな見込みに応じて調整すべき。実現可能性のな

い計画を多く作っても住民のやる気を阻害する。当面は現在の33集落の計画のフォローアップに限定するの
も一案 

iii． 集落住民と市村の計画担当者が、参加型手法を用いて集落開発計画を策定するプロセスをSFX大学が支援 
iv． 集落住民が、市村の計画担当職員とともに集落開発計画の中から優先課題を選定 
v． 市村が中心となって外部資金を要請し、県、SFX大学は調整委員会を通じて要請プロセスを支援 
vi． 資金が確保できた場合、プロジェクトの規模に応じて市村で普及員を雇用する。複数の市村にまたがるプロジェ

クトであれば県も普及員を雇用して市村のフォローアップを担当 
vii． SFX大学が中心となり（※3）、調整委員会において、利用可能な技術リソース・資金リソース等を確認し、関係者

の農民支援における役割分担を決定 
※3 県側に意思と能力があれば、本来的には県が担当すべき業務 

viii．SFX大学が、雇用された市村（または県）の普及員に対して技術研修を実施 
ix． 市村の普及員が集落で農民の指導・研修を実施。主としてSFX大学、必要に応じて県がフォローアップ 
x． 現場での取り組みを、SFX大学（※4）が中心となって定期的にモニタリング・評価し、改善方策等について提言・

指導 
※4 県が実施するのが合理的と考えるが能力的・予算的に難しいと思料 
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望ましい体制に近づくためには、将来の三者の役割分担を前提とした構成でミニプロジ

ェクトを運営する必要があるが、県・市村の職員の能力が制限要因となる可能性がある。 

また、プロジェクト終了後に上記役割分担で事業に取り組むためには、少なくとも市村

の計画担当が取り組みの意義を理解し、自らの事業として取り組む必要がある。具体的に

はプロジェクトで取り組んだ計画策定及び予算確保の手法を自らの業務として内部化する

必要がある。 

5）現場のニーズ（水資源）への対応 

今回対象集落からの聞き取りで最も強かったニーズは水の確保であった。プロジェクト

で導入した参加型の計画策定に基づく総合的な農村開発の取り組みは十分に意義のあるも

のであるが、最大のニーズである水の確保については外部資金に依存する構造になってい

る。今後のチュキサカ県における持続的な農村開発を進めていくためには、この課題にど

う対応するかという検討は避けて通れない。 

 

（2）ミニプロジェクトのモニタリング 

本プロジェクトでは、中間時点ですでに160件を超えるミニプロジェクトを集落で展開して

いる。このこと自体評価し得ることであるが、提言でも述べたようにプロジェクト後半の作

業として、これらの取り組みをモニタリング・評価して今後の農村開発モデルに使い得るよ

う一般化する作業に取り組むことが必要となる。モニタリングにあたっては、まず個別のプ

ロジェクトを評価する基準を設定する必要がある。基準の設定にあたっては、インパクトと

持続性の評価を念頭に置く必要がある 

 

（3）土壌保全、肥沃度改善に係る成果の定量的評価 

1）プロジェクトでは展示圃場において土壌保全、肥沃度改善に係る各種取り組みについて

実証展示しているが、これをモデルとして地域に広げていくためには、効果を定量的に評

価する必要がある。具体的にはテラスを導入することでどの程度の土壌保全効果があるの

か、あるいは土壌改善のために有機物をどの程度畑に投入する必要があるのかなど明確に

ならないと実際の現場指導はできない。 

2）プロジェクト後半においては、展示圃場において取り組んでいる各種技術の土壌保全効

果、肥沃度改善効果をある程度定量的に評価する取り組みが必要ではないかと考える（別

紙参照のこと）。 
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＜別紙＞ 

土壌肥沃度改善に係る投入量の検討 
 

まず、対象地域の土壌の状況を確認したうえで検討手順を示す 

 

（1）現状の評価 

 展示圃場の土壌分析の結果は下表のとおり。分析結果から読み取れることを表の下に記載

した（mission pampaのデータ（SFX大学内の機関への外部委託（有料）により分析）を利

用。他の2か所については、PH以外の項目はおおむね同様の傾向を示している）。 

 

分析項目 結果 備考※ 

PH  4.6 （化学性）強酸性（6以上が望ましい） 

全窒素（N）％ 0.04 （化学性）－：可供態窒素の計測が必要 

可給態リン酸（P）mgP/kg 5.64 （化学性）低い（20以上が望ましい） 

カリ（K）meq/100g 0.22 （化学性）低い（0.35以上が望ましい） 

有機物含量 ％ 0.46 （生物性）極めて低い（2％以上が望ましい）

C/N比 6.04 （生物性）低い（10～30程度が適切） 

密度 g/cm3 3.18 （物理性）－ 

粒径組成 ％  

粘土 11.0 

シルト 69.0 

ローム 20.0 

（物理性） 

Sandy Loamに分類される。保水性が低いもの

の、適切な灌水を行えば作物生産は可能 

※ 分 析 結 果 の 評 価 に つ い て は 、 便 宜 的 に 日 本 で 使 わ れ て い る 「 生 産 力 可 能 性 分 級 基 準 」 を 用 い た
（http://www.agri.hro.or.jp/chuo/kankyou/soilmap/pdf/seisan_bunkyu.pdf）。今回カバーできていない分析項目として、
有効土層の厚さやCECを確認する必要があると思われる。 

 

 総じて見ると、土壌物理性については最低条件を満たしているものの、化学性、生物性は

かなり悪い状況といえる。改良には有機物投入を中心に化学肥料との組み合わせなどを検

討する必要がある。 

 

（2）土壌肥沃度改善に利用可能な投入資材 

 有機物 

家畜の糞、農作物残渣、植林地からの枝葉、緑肥。ただし、緑肥に関し、農家は食用に

利用できるマメ科植物を土にすき込むことに抵抗がある。家畜の糞については、現在放

牧を主体としているため糞の一部（夜間に畜舎にたまった分）しか回収できない状況に

ある。 

 土壌 

降水時に上流から流されてくる土壌をトラップすることで、一定の肥沃度改善（作土層

が深くなることで保水性、養分保持能力が増大）が期待できる。 

 化学肥料 

実際にはコストの問題で持続的な投入とすることが難しいと思われる。 
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（3）土壌肥沃度改善を評価する指標の設定 

現在の状況から考えて、土壌肥沃度改善においては、化学性、生物性の改善に焦点を当てる

ことが適当と思われる。 

 

分析項目 目標 備考※ 必要機材（下線部は高額） 

有効土層 15cm以上 （物理性） 検土杖 

PH 6以上 （化学性） phメーター 

CEC 6以上 （化学性） （ショーレンベルガー法）試薬 

可供態窒素（N）％ 0.01以上 （化学性） （サリチル硫酸、インドフェノール法）

試薬、分光光度計 

可給態リン酸（P）mgP/kg 20以上 （化学性） （トルオーグ法）試薬、分光光度計 

カリ（K）meq/100g 0.35以上 （化学性） 炎光光度計 

有機物含量 ％ 2以上 （生物性） （チューリン法）試薬 

C/N比 10～30 （生物性） （チューリン法、ケルダール法）ケルダ

ール分解・蒸留装置 
※原則としては、土壌分析と施肥試験を3～5年実施する必要があるが、プロジェクト期間中にすべて終えることはできな

いため、終了後にも継続可能なように指導する（「持続的農業生産と環境保全のための土壌診断技術」コースなど集団研
修の活用も一案）。 

※表の必要機材はどれも農学部としてかなり基礎的な技術・機材である。これまでに実施できていないことも慎重に考慮
し、導入機材の持続的な活用が見込めない場合は分析を外注することで対応したほうが安全かもしれない。 

 

（4）土壌肥沃度を改善するための投入量の把握 

本来であれば（3）の結果に基づいて投入基準を策定する必要があるが、5年程度の試験期間

が必要となるため、当面は日本や他の国の施肥基準などを参考にするのも一案。 

※一つの目安として、日本の各都道府県で策定されている堆肥の施肥基準を見てみると、作物

によって異なるが、ほとんど10～50（t/ha/yr）の範囲に収まっている。土壌劣化が進んでい

る状況下で土壌改良に取り組むには、日本の基準よりも多くの投入が必要と思われるが、ま

ずは10t/haを一つの目安にしてはどうか。 

（http://narc.naro.affrc.go.jp/chousei/shiryou/kankou/houkoku/hokoku-12-2.pdf） 

 

（5）自然資源の賦存量を考慮した投入サイクルの設計 

土壌改善のために必要な投入量が明らかになっても、地域に利用できる有機資源がなくては

実現可能性がない。現在利用できる資源量をベースに営農体型を設計する必要がある。 

例えば、家畜一頭当たりの糞の発生量は、乳牛で16t、肉牛で7t（日本の場合の目安）、緑肥

を作るときのバイオマス量も計測は可能（文献ベースで概数を出すことも可能）。 

これにより、農家の保有家畜頭数や近隣の有機資源量等を簡単に調査することで、有機物投

入が可能な面積を判定することができる。 

※地域のバイオマス量が少ないことを考慮すると、現実的には有機物の投入は自家消費のため

の野菜生産をまかなう程度しか確保できないと思われる。ある程度の面積を要する穀物・ジ

ャガイモについては、当面は有機物による土壌改善は期待せず、表土流出抑制及び上流の土

壌をトラップすることによる作土層の増大による効果を期待するのが現実的ではないか。 
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３－２ 農村開発 

（1）本プロジェクトの目的は、ボリビアの中でも特に貧困度の高い地域の一つであるチュキサ

カ県北部地域の渓谷地帯を対象に、住民主体の農村開発事業の実施を通じて貧困削減に寄与

すること、また、その過程を通じて農村開発事業の実施機関である市村や支援機関であるチ

ュキサカ県及びSFX大学の能力向上を図り、それら機関が事業を継続的に実施・支援するため

の体制を構築することにある。 

 

（2）上位目標は「チュキサカ県内に農村開発モデルが普及し、小農の生活水準が改善される」

であり、その達成に必要な「チュキサカ県北部地域における農村開発事業の実施を通じ、農

村開発モデルと実施体制が確立される」ことをプロジェクト目標に置いている。 

その上で農村開発分野としては、33カ所のモデル集落を対象に（計画では9市村36集落であ

るが、現在は8市村33集落である。残り市村については検討中）、住民の生計向上を目的とす

る「自然資源の保全（土壌保全、植林）」、「生産性向上に向けた農牧畜開発」及び「生活環境

改善に向けた社会開発（インフラ整備、保健栄養改善、収入源の創出）」からなる農村総合開

発事業を実施している。 

 

（3）33のモデル集落では、市村の技術者の指導のもと、集落開発計画及び年間の活動計画を策

定している。集落開発計画に基づき、数多くのミニプロジェクトやパイロットプロジェクト

の実施を通じて、市村担当者の行政能力向上、集落の事業実施経験の蓄積、事業実施に伴う

利益を受ける農民とそうでない農民との間の公平性確保、集落内の連携強化、小農の生活水

準向上の早期提示などをめざしている。 

 

（4）限られた範囲であるが、以下に現地視察及び市村の技術者や農民からの聞き取りをもとに、

農村開発分野の所感を取りまとめた。 

1）農村開発事業の計画策定から実施について 

事業事前評価表では、「国内外の開発資金が存在するにもかかわらず、地域の関係機関に

これを活用した事業を展開するための、手法・能力が不足していることがボトルネックと

なっている」とされている。 

現地ではプロジェクト活動により、集落における基礎調査、開発計画策定、ミニプロジ

ェクト等の実施といった一連の流れが実施されている。すでにほぼすべての集落で開発計

画が策定され、プロジェクトにより市村に整備された「開発資金源組織データベース」を

活用し、国内外の開発資金の調達を行っている。現時点では、ミニプロジェクトや国内外

の開発資金で農村開発事業を実施したばかりであり、徐々に効果が発揮されている段階に

ある。現段階で約160件の農村開発事業が完了あるいは実施中であるため、地域の関係機関

の農村開発事業実施に係る能力向上がなされ、知見が蓄積されている段階となっている。 

現段階では個々の農村開発事業がそれぞれ個々に実施されている感は否めないが、モデ

ル集落は「何もない」極貧の地域であり、現在は点的なこれらの活動は、それぞれの相乗

効果により小農の生活水準の改善につながっていくと考えられる。 

またモデル集落においては、各農村開発事業の目的や効果については研修で農民に伝達

され（持続性）、モデル集落は多くの農民等が視覚的に確認できる位置に設置されており（イ
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ンパクト）、また、集落内外からの視察によりテラス工法の移転や苗木の販売・購入が行わ

れている（波及性）ことから、今後、農村開発モデルとして活用される可能性が高いと判

断される。 

これからプロジェクト完了に向けて、集落活動のモニタリング・評価を通じて、開発モ

デルの構築と研修教材の見直し作業を実施する必要がある。現地課題等が教材にフィード

バックされなければ、集落ごとに同じような問題点を抱えたまま農村開発事業を実施する

ことになり、自律的な発展とバランスの取れた総合的な農村開発事業の展開の支障となる。 

2）苗木・植林事業について 

事業事前評価表では、「収奪的農業が進められた結果、森林資源の枯渇により土壌劣化・

表土流亡が進み、水資源が枯渇しているため農業生産性は著しく低下しており、早急な対

応の必要がある」とされている。 

もともと農業開発の中で植林活動は農業生産に直接関連がなく、生産期間も大きく異な

ることからその位置づけは異質であるため、個々の農家に対して植林の重要性を説くのは

難しい。しかし、今回の評価期間を通じて、政府関係者、県及び市の担当者だけでなく農

民も植林の重要性を認識しており、農家からは植林の目的として「土壌浸食防止」や「土

壌肥沃度の向上」「薪の採取」「木材売却（電柱材や杭材）による収入向上」といった声が

あり、植林事業に対する明確な意思が聞かれた。今後とも植林事業が継続的に実施される

ことで、将来的には、集落だけでなく地域全体の自然資源の再生、土壌の肥沃度改善及び

水資源の確保が図られることと思料する。 

a）苗木生産 

プロジェクトではグループまたは家族に対して基本的に苗木購入段階の初期投資の支

援を行っている。一つのモデル集落の視察及び聞き取りでは、苗木ポット及び種の購入

のみをプロジェクト支援に頼っているものの、それ以外の費用は苗木生産を行っている

グループ内でまかなっていることがわかった。すなわち、栽培管理の労働力、水（2Bs/

月）及び肥料代は苗木の一部（生産した苗木の50％以下）を売却した資金で運用してい

る。苗木生産の初回こそ売却益を食糧購入に充てた経緯はあったものの、その反省を踏

まえて売却益を苗木生産の回転資金に運用するようになった。また、今後はプロジェク

ト資金に頼らないことも想定しているとのことであり、自立発展性は高いと考えられる。

なお、内部で規範が設けられ、透明性を図るために任命された経理担当者が収支を報告

している。 

苗木はグループまたは家族で生産されているが、市村の技術者からの聞き取りでは、

苗木生産の目的をないがしろにして苗木販売による収入向上を図った事例があったとの

こと。グループ生産では内部規範によりそのような活動は起こりにくくなると考えられ

るが、家族生産の場合にはこのような内部規範がないために歯止めがきかなくなるおそ

れがある。しかし、家族生産には代々技術が移転される可能性が高く持続的であり、ま

た小規模生産であるために維持管理の負担が小さい。 

以下に苗木生産を行う場合の留意点を記す。 

①苗木は、苗木袋のサイズに応じて生産しているか（直径5cm、深さ15cmの苗木袋の

場合、ユーカリなら樹高30cm、松なら25cm程度まで） 

②苗木袋に入れる土は殺菌しているか（病虫害の発生を防ぐ） 
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③植え付け直前に水を与えない処理を行っているか（耐乾燥性を高める） 

④ポット苗の袋を植え付け直前に確実にはがしているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ グループによる苗木生産 

（ICLA村Molle Mayu集落） 

 

b）植林 

集落内で作られた松やユーカリの苗木は地域内の高台に植えられている。苗木周りは

地面を低くするなど、降雨を溜めるためとみられる工夫があった。最近の調査によれば、

苗木の歩留まり率は、家畜による食害、水不足やアリによる被害により、モデル集落の

全体平均で約70％であった。歩留まり率を上げるための対策として、家畜の食害につい

てはすでに集落内で策定している社会規範（内規）を徹底させること以外に、地域内で

廃棄されるペットボトルによる防護で回避できる。ただし、この場合はある程度の成長

後に撤去しなければ順調な生長が見込めない。また、アリによる被害に対しては、苗木

の幹に羊毛を巻き付ける工法がある。水不足については、植林後の苗木周辺に石を敷き

並べることで土壌からの蒸発を抑制する石マルチや半月堤の設置が考えられる。特に前

者については、現地資材を利用でき施工的にも簡単である。いずれも地域内にある材料

を使い、手順も単純であるために対策として有効と考えられるため、試行する価値はあ

ると思われる。 

なお、政府関係者、県及び市村の担当者は、できるだけ在来種を植えることを希望し

ていたが、農民としては成長が早い松やユーカリを選定する傾向が見られた。在来種は

成長が遅く、水不足のために活着率が10～20％であることが原因となっている。在来種

の植林については長期スパンで考える必要があり、本プロジェクトの目標及び現地状況

を踏まえると当面は松やユーカリの植林により土壌肥沃度の改善や水資源の涵養をめざ

し、活着率が望めるようになった際に、在来種の植林を進めていったほうがよいと思わ

れる。 

以下に植林を行う場合の留意点を記す。 

①苗木周辺30cm以内の雑草を除去しているか（雑草や灌木の水分吸収・蒸発散能力は

高いため、最初の1、2年目の除草は必須） 

②ハキリアリ対策を行っているか（生長が確実に遅れる） 
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写真２ 植栽後1年目の松 

（ICLA村Molle Mayu集落） 

 写真３ 食害で葉がない松の苗木 

（ICLA村Molle Mayu集落） 

 

c）間伐の促進 

集落内外では、過去に実施された事業により、すでに松が生長した区画が見られたが、

その一方で、根本周辺の植生は非常に貧弱なままとなっていた。 

 

   

 

写真４ 植林状況 

（Presto村Mision Pampa集落） 

 写真５ 植林地帯の植生 

（Presto村Mision Pampa集落。 

枯葉が土地を被覆しているのみ） 

 

自然の森林では、多種多様な植物が混在し形成されたものであり、それらによって肥

沃な土壌が形成されている。しかしながら、集落内外で過去に植林された松の根本周辺

は松の枯葉により地面が被覆されているのみで、他の植生は見られなかった。チュキサ

カ北部地域ではこのような場所にキノコが生え、農民の現金収入の一助となっていると

ころもあるという。 

現地の状況から枝打ちや間伐作業が行われていない状況が確認できたが、これらの作

業については今後ミニプロジェクトで実施していくことが検討されている。そのためこ

こでは参考として、間伐の必要性について以下に記す（林野庁・社団法人全国林業改良

普及協会「間伐のしおり」参照）。    
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木々が成長してくると、林の中が混み合い枝葉が重なり合うようになり、それ以上枝・

葉を広げることは難しくなるため、お互いの成長を阻害することになる。そこで一部の

木々を「間引き（間伐）」することで、残された木は枝葉を広げることができ、より多く

の光が降り注ぐことで健全に成長することができる。また、間伐により林内に光が入り、

下層に植生が生じることで森林の土壌が守られるとともに生物の多様性につながる。さ

らに、雨水が土壌へ浸透する量も多くなるため水源涵養機能が向上する。 

 

 

「http://www.shinrin-ringyou.com/ringyou/kanbatu_kankyou.php」より引用 

図３－１ 間伐の有無による雨水の土壌浸透 

 

3）土壌浸食防止及び土壌肥沃度の改善について 

土壌浸食及び土壌肥沃度に関する事業事前評価表での記載は先に述べたとおりであり、

また事前評価調査結果帰国報告資料によれば、農業開発の現状として「当該地域集落で主

に栽培されている小麦、トウモロコシ、ジャガイモなどの生産性は非常に低い。その要因

は、土壌浸食による地力の低下と低い農業技術等に見出される」とされている。 

a）テラス工 

テラス工は、急傾斜地の圃場区画を階段状に造成することにより傾斜度を平坦に近づ

ける対策であり、これによって表面流去水の流出量と流去速度を緩和させ、農地の保全

を図ることができる工法である。なお、造成初期には速やかに適切な作物の作付けを行

い、営農面からも土壌浸食を防止する対策を講じる必要がある。 

現地では展示圃場及びモデル集落のテラス工の視察及び聞き取りを行った。 
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写真６ 展示圃場のテラス工 

（Presto村Mision Pampa集落） 

 写真７ モデル集落の家庭菜園におけるテラス工

（Presto村Mision Pampa集落） 

 

 

写真８ 造成されたばかりのテラス工 

（ICLA村Kollupa Pampa集落） 

 

チュキサカ県北部にある展示圃場のうち、ミッションパンパの展示圃場では、プロジ

ェクトがテラス工を設置し様々な野菜や穀物を栽培するとともに、有機物投入による肥

沃度改善と野菜等の成長度合いを図るための試験栽培を実施していた。集落内外から視

察に来る農家もいるとのことであり、農業技術の普及が望まれる。近隣のモデル圃場で

は、ミニプロジェクトで灌漑用水を整備したあとに小規模ながらテラス工を設置し様々

な野菜を栽培していた（約10m×10m）。農民からの聞き取りによれば、様々な野菜を食

するようになったことと、自家消費の余剰分を販売することによる収入が見込めるよう

になったとのこと。モデル圃場では主として栽培されているジャガイモのほか、種々の

作物を同時または時期をずらして播種し複数の作物を栽培することにより、狭い土地か

ら多種類の作物を収穫できるように工夫していた。展示圃場でも見られた栽培方法（混

作）であり、多様な作物を栽培することで栄養改善につながるとともに、病虫害の被害

を分散できるだけでなく、土壌表面がより多くの期間被覆されることになるため、土壌

浸食の軽減に役立つ。 
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ICLA村の造成されたばかりのテラス工では、今後、栽培研修を実施するなどして作物

栽培方法について検討する段階にある。現地の聞き取りでは農民の要望は種々出されて

いたが、造成されたテラス工の特徴を最大限に生かすためにも、栽培に関する研修を実

施し、最適な作物体系を考えていく必要がある。 

b）厩肥の活用 

テラス工を実施している家屋周辺ではヤギやロバが多く見られ、家畜小屋も見られた。

集落内の至る所にヤギやロバの糞を見かけたが、乾燥して養分が溶脱している糞が散見

されたことから、圃場まで運んで利用している形跡がない。また、コンポスト調整技術

の指導は受けているようであるが、この希少な資源が有効に利用されていないと思われ

た。 

作物残渣などの有機物資材の施用効果は、一般に施用量が多いほど効果が大きい。有

機物資材の効果としては、土壌の通気性や透水性及び保水性などの物理性の改善、養分

の供給による化学性の改善、根の伸長促進などの改善があげられるため、資源の少ない

地域においてはできるだけ有効活用されることが望ましい。 

 

   

写真９ 集落内の家畜小屋 

（ICLA村Kollupa Pampa集落。ヤギの糞が大量

に落ちている） 

 写真10 集落内の乾燥した家畜糞 

（ICLA村Kollupa Pampa集落） 

 

c）農村開発事業の連携 

テラス工が実施されていた圃場では、視察した限りではミニプロジェクト等で複数の

農家への灌漑用水が整備されていた。また、テラス工が終わった集落では栽培技術の研

修が予定されているほか、灌漑用水が導入された集落では、今後、水利用についての取

り決めを検討しているとしていた。灌漑用水が導入されたとしても、もともと少ない水

資源を将来にわたって集落内で有効活用する必要があり、このような様々な農村開発事

業を通じて、集落内の連携・組織能力強化、市村の技術者の指導・運営能力強化が図ら

れることになる。 

「３－２の（4）1）農村開発事業の計画策定から実施について」で述べたように農村開

発事業が個々に実施されている感は否めないが、総合的な農村開発事業のためには、個

別の技術導入だけでなく個々の技術を連携して実施していくことが有効と考えられ、モ
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デル集落ではそのような体系が形成されつつあると考えられるが、県や市村の技術者は、

他集落の活動を参考にして各種技術の普及に努める必要がある。 

4）その他（市場の確保） 

生産された野菜等の余剰分や集落内の女性グループ支援により作製された編み物・縫い

物などは集落内外で購入されることにより、各種事業実施のモチベーションはさらにあが

るため、プロジェクトでは定期的（月1回程度）にフェアーを開催して農畜産物の販売を行

っている。しかし、（農民、特に女性の労働が増加するような場合を除き）さらに頻繁に開

催されるような場所の確保が必要と思料する。 

野菜等を販売するためには、より大きく見栄え良く栽培するために技術力の向上を図る

必要がある。編み物・縫い物については家族の衣服を作製することによる支出の減が見込

まれるが、販売して収入源とするためには、購入したくなるような精巧さとデザイン性が

求められる。 
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